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この「障害者福祉ガイド」は、障害のある方に各種の福祉施策の概要とサービスの窓口を 

紹介し、日常生活の手引きとしてご活用いただくために作成しました。 

令和7年４月１日現在の内容で編集しています。制度などの内容は、変更になる場合が 

ありますので、詳しくは各窓口にお問い合わせください。 

また、サービスや手当等の受給申請にあたっては、該当にならない場合もありますので、 

詳しくは各窓口にお問い合わせください。 



郷土の偉人 

 
 

盲目の国学者 塙 保己一 
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■没年  文政４年（1821 年） 
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編
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」

（水戸光圀
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が作
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めた歴史書
れきししょ

）の校正
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さいだい

の叢書
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」の編
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などの大
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に伝
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しゃかい

の改革
かいかく

に努力
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し、私利
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し よ く
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ひとがら

と偉大
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をはじめ多
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に尊敬
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 重
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塙
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に実践
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した偉大
い だ い

な先人
せんじん

であります。 

はなわ     ほきいち 
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（P.13） （P.11） （P.11） （P.7） （P.7） （P.8） （P.9） （P.15） （P.18） （P.24） （P.25） （P.27） （P.48） （P.48） （P.49） （P.50） （P.56） （P.56） （P.72） （P.73） （P.77） （P.78） （P.83） （P.84） （P.84）

病
気
や
ケ
ガ
で
生
活
や
仕
事
等
が
制
限
さ
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
方
へ
の
支
給

。

父
又
は
母
と
生
計
を
同
じ
く
し
て
い
な
い
子
や

、

父
又
は
母
に
一
定
の
障
害
の
あ
る
子
に
対
し

、
そ

の
養
育
者
に
支
給

。
＊
所
得
制
限
有

精
神
又
は
身
体
に
一
定
の
障
害
が
あ
る
２
０
歳
未

満
の
子
ど
も

（
施
設
入
所
者
を
除
く

）
を
育
て
て

い
る
方
に
支
給

。
＊
所
得
制
限
有

在
宅
重
度
障
害
者
へ
5
千
円
/
月
を
支
給

（
施
設

入
所
者

、
６
５
歳
以
上
新
規
手
帳
取
得
者
を
除

く

）
。
＊
所
得
制
限
有

（
住
民
税
課
税
者
は
停

止

）

２
０
歳
以
上
で
常
時
特
別
の
介
護
を
要
す
る
重
度

障
害
者
に
支
給

〔
施
設
入
所
者

、
３
ヶ
月
以
上
の

長
期
入
院
者
を
除
く

〕
＊
所
得
制
限
有

２
０
歳
未
満
で

、
重
度
の
障
害
が
あ
る
方
に
支
給

（
施
設
入
所
者
を
除
く

）
。
＊
所
得
制
限
有

障
害
者
を
扶
養
す
る
家
族
が
一
定
額
の
掛
金
を
納

め
る
こ
と
で

、
障
害
者
に
年
金
を
支
給

。

障
害
の
程
度
を
軽
減

、
取
り
除
く
た
め
の
医
療
に

対
し
て
医
療
費
の
軽
減
を
図
る
制
度

。
人
工
透
析

療
法

、
関
節
形
成
術
等

保
険
診
療
に
よ
る
医
療
費
の
一
部
負
担
金
を
助
成

（
６
５
歳
以
上
新
規
手
帳
取
得
者
を
除
く

）
。
＊

所
得
制
限
有

6
5
歳
～

7
4
歳
で
一
定
の
障
害
の
あ
る
方
が
加

入
可
能

。

義
足

、
車
い
す

、
補
聴
器
等
の
費
用
を
支
給

。

＊
要
事
前
申
請

ス
ト
マ
装
具

、
入
浴
補
助
用
具
等
の
費
用
を
支

給

。
＊
要
事
前
申
請

居
宅
介
護

、
短
期
入
所

、
就
労
継
続
支
援

、
放
課

後
等
デ
イ
サ
ー

ビ
ス
等

初
乗
り
料
金
分
の
タ
ク
シ
ー

利
用
券
を
支
給

（
施

設
入
所
者
を
除
く

）
。

自
己
所
有
車
を
自
ら
運
転
す
る
場
合
に

、
千
円
/

月
ま
で
支
給

（
施
設
入
所
者
を
除
く

）
。

自
己
所
有
車
を
自
ら
運
転
す
る
場
合
に

、
改
造
費

を
支
給

。
＊
所
得
制
限
有

、
支
給
上
限
有

運
転
免
許
取
得
費
用
の
一
部
を
支
給

＊
要
事
前
申
請

段
差
解
消
な
ど
住
環
境
の
改
善
を
行
う
場
合
に
費

用
を
支
給

。
＊
要
事
前
申
請

居
室

、
便
所

、
浴
室
等
居
宅
の
一
部
を
改
造
す
る

場
合
に
費
用
を
支
給

。

＊
要
事
前
申
請

特
別
障
害
者
控
除

（
身
体
１
・
２
級
知
的
Ⓐ
・

A

、
精
神
１
級

）

普
通
障
害
者
控
除

（
身
障
３
～

６
級

、
知
的
B
・

C

、
精
神
２
・
３
級

）

身
体
障
害
者
等
の
た
め
に
使
用
さ
れ
る
自
動
車

の

、

（
軽

）
自
動
車
税
・
取
得
税
を
減
免

。

有
料
道
路
の
利
用
料
を
割
引

。
＊
要
事
前
登
録

1
種

（
本
人
運
転
・
同
乗
時
と
も

）

2
種

（
本
人
運
転
時
の
み

）

公
共
交
通
機
関
を
利
用
す
る
場
合
の
運
賃
が
割

引

。
鉄
道
・
バ
ス
・
タ
ク
シ
ー

・
国
内
航
空

全
額
免
除
：
市
民
税
非
課
税
世
帯

半
額
免
除
：
視
覚

、
聴
覚

、
身
障
１
・
２
級

、
知

的
Ⓐ
・
A

、
精
神
１
級

割
引
の
内
容
は
各
携
帯
電
話
事
業
者
へ
確
認

視
覚

、
肢
体
１
．
２
級

、
療
育

、
精
神
の
障
害
の

あ
る
方
へ
無
料
で
電
話
番
号
を
案
内

。

＊
要
事
前
登
録

他優先 他優先 他優先 どちらか
他優先
どちらか

他優先
要証明 要証明

1級 △ △ △ ○ △ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ △

2級 △ △ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ △

3級 △ △ △ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △

4級 △ △ △ △ ○ △ ○ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △

5級 △ ○ △ ○ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △

6級 △ ○ △ ○ △ △ ○ △ ○ ○ △ ○ △

Ⓐ △ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

A △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

B △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

C ○ ○ ○ ○ △ ○ ○

１級 ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ 〇 △ ○ ○

2級 ○ △ ○ ○ ○ ○ 〇 △ ○ ○

3級 △ ○ ○ 〇 △ ○ ○

※　○・・・該当　　△・・・障害の内容により該当
　　　 　　

■自動車税 ： 障害区分証明書が必要な方は、手帳を持参し障害福祉課へ

■NTT無料番号案内 ：問合せは、ふれあい案内　「ＴＥＬ：0120-104-174　　ＦＡＸ：0120-000-104」まで 
　　　

別表１　障害者手帳の等級及び程度別施策早見表

別表１　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害者手帳の等級及び程度別施策早見表
項　目 手当・年金 医　療

障害福祉課 障害福祉課 障害福祉課

身
　
体
　
障
　
害
　
者

（
障
害
者
手
帳
の
等
級
と
は
認
定
基
準
が
異
な
り
ま
す

。
詳
細
は

「
障
害
年
金
ガ
イ
ド

」
７
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い

）

知
的
障
害
者

精
神
障
害
者

問合せ先

（注）この表は目安です。該当しない場合もありますので、詳しいことは問い合わせ先へご相談ください。 ｰ　１　ｰ

各実施機関窓口（障害福祉課で証明を受けるものがあります。）

施
策
名

概
要

福祉用具 暮らし 税金・公共料金

子育て支援課 障害福祉課

■発 行 ・ お問い合わせ先
○本庄市役所 障害福祉課 TEL 0495-25-1125 FAX 0495-23-1963



１．手 帳 

１ . 手 帳 

障害のある方々のために様々な援助制度がありますが、それらを受けるためには、次のような手

帳が必要となります。手帳を取得しようとする際には、担当窓口へご相談ください。なお、それぞれの

手帳で受けられる主な援助は「別表１ 障害者手帳の等級及び程度別施策早見表 」（１頁）をご

覧ください。 

（１）身体障害者手帳                               

身体に障害があり、身体障害者福祉法に定められた障害に該当する場合に、埼玉県知事から手

帳が交付されます。手帳は障害の程度によって重い方から１級から６級に区分され（「別表２ 身体

障害者程度等級表」（９６頁））、等級に応じて各種のサービスを利用することができます。 

【対象となる障害】 

障害の内容 障害区分 障害等級 

目の不自由 視覚障害 １級～６級 

耳の不自由 聴覚障害 ２級～４級・６級 

歩行の不自由 平衡機能障害 ３級・５級 

音声・言語又はそしゃ

くの不自由 
音声・言語・そしゃく機能障害 ３級・４級 

手・足・体の不自由 肢体不自由 １級～６級 

日常生活の不自由 

心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸機能障

害 
１級・３級・４級 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能 １級～４級 

肝臓機能障害 １級～４級 

※手帳は、それぞれに永続する障害がある方に交付されます。 

【申請に必要なもの】手帳の交付には申請が必要です。 

（１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）都道府県知事が指定した医師の身体障害者診断書・意見書（申請日から３か月以内のも

の、用紙は窓口にあります。） 

（３）写真２枚（縦４cm×横３cm、上半身が写っており、脱帽で１年以内のもの） 

  ※写真は手帳交付時に必要となります。 

（４）個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

 

※都道府県知事が指定した医師については、担当窓口で確認してください。 

★詳しくは障害福祉課又は支所市民福祉課へお尋ねください。 
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１．手 帳 

 

【障害の程度変更】 

障害の程度が変わったときや、新たな障害が加わったときは、指定医師の診断書を添えて申

請してください。 

【居住地変更・氏名変更】 

転居又は転出された場合、窓口で転居又は転出の手続きを行い、速やかに新しい居住地の

市福祉事務所又は町村役場に「居住地変更届」を提出してください。氏名を変更された場合も、

居住地の市福祉事務所又は町村役場に届け出てください。 

【再交付】 

 紛失又は破損したときは、写真を添えて再交付の申請をしてください。 

【返 還】 

手帳の交付を受けた方が死亡された場合、又は障害の程度に該当しなくなった場合は、手帳

は都道府県知事に返還しなければなりませんので、市担当窓口へ届け出てください。 

【注意事項】 

 ・手帳は他人に譲渡したり、貸与することはできません。 

・１５歳未満の児童については、保護者の方が本人に代わって申請することとなっています。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（２）療育手帳                                     

知的な障害があり、埼玉県の機関で判定を受け、一定の基準に該当すると認められる場合に、

埼玉県知事から手帳が交付されます 

障害の程度によって重い方から○Ａ からＣに区分されており、等級に応じて各種のサービスを利用

することができます。 

【対象となる方】 

  埼玉県総合リハビリテーションセンター又は熊谷児童相談所において、知的障害と判定された方

に交付されます。 

【手帳の区分】 

障害の程度 最重度 重度 中度 軽度 

手帳の等級 ○Ａ  Ａ Ｂ Ｃ 

 

 

3



１．手 帳 

【申請に必要なもの】手帳の交付には申請が必要です。 

 （１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）母子手帳や通信簿（成績表）などの本人の生育歴に関するもの 

（３）写真２枚（縦４cm×横３cm、上半身が写っており、脱帽で１年以内のもの） 

※写真は手帳交付時に必要となります。 

 （４）個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

   ★詳しくは障害福祉課又は児玉総合支所市民福祉課へお尋ねください。 

【手帳の再判定】 

療育手帳は、有期認定（ある一定の年齢に達すると生涯認定になる場合もあります。）のため、手

帳に記載されている次回判定日前に、児童相談所（１８歳未満）あるいは、埼玉県総合リハビリテ

ーションセンター（知的障害者更生相談所）（１８歳以上）で再度判定を受けてください。この場合

の手続きも新規交付の時と同様です。 

（再判定に必要なもの） 

①申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

②療育手帳 

③写真２枚（縦４cm×横３cm、上半身が写っており、脱帽で１年以内のもの） 

※写真は手帳交付時に必要となります。 

    ④個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

      ★詳しくは障害福祉課又は児玉総合支所市民福祉課へお尋ねください。 

【居住地変更・氏名変更】 

転居又は転出された場合、窓口で転居又は転出の手続きを行い、速やかに新しい居住地の市

福祉事務所又は町村役場に「療育手帳交付等申請（届出）書」を療育手帳とあわせて提出してく

ださい。氏名を変更された場合も上記「申請（届出）書」を提出してください。 

【再交付】 

  紛失又は破損したときは、再交付の申請をしてください。 

【返 還】 

手帳の交付を受けた方が死亡された場合、又は障害の程度に該当しなくなった場合は、手帳を

都道府県知事に返還しなければなりませんので、市担当窓口へ届け出てください。 

【注意事項】 

  手帳は他人に譲渡したり、貸与することはできません。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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１．手 帳 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳                         

精神に障害があり、一定の基準に該当すると認められる場合に、埼玉県知事から手帳が交付さ

れます。障害の程度によって重い方から１級、２級、３級の３段階に区分され、等級に応じて各種のサ

ービスを利用することができます。 

【対象となる方】   

精神障害のため、長期にわたり日常生活又は社会生活への制約がある方 

【申請に必要なもの】手帳の交付には申請が必要です。 

 （１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）診断書（精神障害者保健福祉手帳用）又は障害年金証書などの写し 

＊診断書 

初診日から６か月以上経過した時点のもの。（用紙は窓口にあります。） 

＊障害年金証書などの写し 

精神の障害を支給理由とする障害年金の年金証書の写しと、直近の年金振込通知書又

は年金支払通知書の写し 

（３）写真１枚（縦４cm×横３cm、上半身が写っており、脱帽で１年以内のもの） 

   ※写真は手帳交付時に必要となりますが、申請者の意思により、手帳に写真を貼らないこと

もできます。詳しくは窓口へお尋ねください。 

（４）個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

★詳しくは障害福祉課又は支所市民福祉課へお尋ねください。 

【有効期限】  

２年（２年ごとに障害の状態を再認定し更新します。有効期限の３か月前から更新の申請ができ

ます。） 

【障害の程度変更】 

障害の程度が変わったと思われる方は、医師の診断書又は年金証書等の写しを添えて申請して

ください。 

【居住地変更】   

① 県内（さいたま市を除く。）での転出の場合は、速やかに新しい居住地の市役所又は町村役

場に届け出てください。 

② 県外へ転出された場合は、新しい居住地を管轄する市町村を経由して都道府県へ届け出て、

新たな手帳の交付を受けてください。 
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１．手 帳 

【氏名変更】 

  速やかに市担当窓口へ届け出てください。 

【再交付】 

  紛失又は破損したときは、再交付の申請をしてください。 

【返 還】 

手帳の交付を受けた方が死亡された場合、又は障害の程度に該当しなくなった場合等は、手帳

を都道府県知事に返還しなければなりませんので、市担当窓口へ届け出てください。 

【注意事項】 

  ・手帳は他人に譲渡したり、貸与することはできません。 

・手帳の申請は、家族や医療機関職員等が代行することができます。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（４）手帳交付の流れ                                 

受理                         判定・手帳発行 

       ①申請                         ②進達 

 

                                               ④送付 

       

⑤交付（却下）  （経由）           ③交付（却下）決定 

 

※ 手帳については、障害の程度に該当する場合に交付されますが、提出された診断書等に基づき

埼玉県による判定審査があり、申請から交付までに通常２か月程度の期間がかかります。 

  また、提出された診断書等で判定審査ができない場合には、関係書類の再提出などがあり、さら

に２～３か月の期間がかかる場合があります。 

本 人 

（保護者） 

市 

福 祉 事 務 所

（障害福祉課） 

都道府県 

知事 
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２．手当・年金（手当） 

 

２．手当・年金   

（１）在宅重度心身障害者手当（市の制度）               
特別障害者手当又は障害児福祉手当の受給をしていない方で、住民税非課税の方に支給されま

す。ただし、６５歳以上で新たに障害者手帳を取得した方、施設に入所されている方は対象外です。 

【手当額】 

月額 ５，０００円 

【支給月】 

毎年９月末・３月末（末日が土日・祝日にあたる場合は、その前日となります。） 

【対象者】 

１ 身体障害者手帳１級又は２級所持者で住民税非課税の方 

２ 療育手帳○A 又はＡ所持者で住民税非課税の方 

３ 精神障害者保健福祉手帳１級所持者で住民税非課税の方 

４ 超重症心身障害児（２０歳未満）で住民税非課税の方 

５ 上記１～４に掲げる者に相当すると市長が認め、かつ、住民税非課税の方 

【申請に必要なもの】 

（１）障害者手帳 

（２）本人名義の預金通帳 

 （３）非課税証明書（転入の場合） 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

（２） 特別障害者手当（国の制度）                      
20 歳以上であって、精神、知的又は身体の重度の障害により、日常生活において常時特別の介護

を必要とする方に、国から支給されます。ただし、施設に入所中の方及び３か月以上継続して病院等

に入院している方は除きます。 

【手当額】 ※手当額は、物価スライドにより毎年変動します。 

月額 ２９，５９０円（令和７年４月～） 

【支給月】 

毎年２月・５月・８月・１１月の１０日（10 日が土日・祝日にあたる場合は、その前日となります。） 

【対象者】  

国民年金法 1 級程度の障害が 2 つ以上ある方、又はそれと同程度以上と認められる方 

※ 障害の程度に応じて、診断書が必要になる場合があります。 
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２．手当・年金（手当） 

※ 障害者本人又は扶養義務者の前年の所得による所得制限があります。（10 頁参照） 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

（３）障害児福祉手当（国の制度）                       
20 歳未満であって、精神、知的又は身体の重度の障害により、日常生活において常時の介護を必

要とする方に、国から支給されます。ただし、施設に入所中の方及び障害を支給事由とする年金を受

給している方は除きます。 

【手当額】 ※手当額は、物価スライドにより毎年変動します。 

月額 １６，１００円（令和７年４月～） 

【支給月】 

毎年２月・５月・８月・１１月の１０日（10 日が土日・祝日にあたる場合は、その前日となります。） 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳１級の一部及び２級の一部の方 

 （２）知的障害であって、療育手帳○A 相当の方 

 （３）精神障害、血液疾患等で上記（１）、（２）と同程度の障害を有する方 

   ※ 障害の程度に応じて、診断書が必要になる場合があります。 

   ※ 障害者本人又は扶養義務者の前年の所得による所得制限があります。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

（４）経過措置による福祉手当（国の制度）                
２０歳以上であって、制度改正（昭和６１年４月１日）前の福祉手当を受給している方のうち、特別

障害者手当も障害基礎年金も受けられない方に支給します。 

【手当額】 ※手当額は、物価スライドにより毎年変動します。 

月額 １６，１００円（令和７年４月～） 

【支給月】 

毎年２月・５月・８月・１１月の１０日（10 日が土日・祝日にあたる場合は、その前日となります。） 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳１級及び２級の一部の方 

 （２）知的障害であって、療育手帳マルＡ相当の方 

 （３）精神障害、血液疾患等で上記（１）、（２）と同程度の障害を有する方 

   ※ 障害の程度に応じて、診断書が必要になる場合があります。 

   ※ 障害者本人又は扶養義務者の前年の所得による所得制限があります。 
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２．手当・年金（手当） 

 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

 

≪所得による支給制限≫ 

特別障害者手当、障害児福祉手当及び経過措置による福祉手当は、障害者本人又は扶養義務

者の前年の所得が次の額以上のときは、その年の８月から翌年の７月まで支給停止となります。

（所得は毎年８月に審査しています。） 

 

扶養親族数 ０人 １人 ２人以上１人増すごと 

障害者本人 3,604,000 円 3,984,000 円 380,000 円加算 

扶養義務者 6,287,000 円 6,536,000 円 213,000 円加算 

 

（５）心身障害者扶養共済制度（県の制度）               
加入者（保護者）に万一のことが生じた場合に、障害のある方に終身一定額の年金を支給する制

度です。任意加入で、加入者（保護者）が自らの生存中に毎月一定の掛金を納めます。 

【加入資格】 

心身障害者を扶養している保護者で、次の要件に該当する方 

（１）加入時（口数追加の場合は口数追加時）の年齢が６５歳未満（毎年度の４月１日時点）の方 

（２）加入時、県内に住んでいること。 

（３）加入者（保護者）に、特別の疾病又は障害がなく、生命保険契約の対象となる健康状態であ

ること。 

※ この制度に加入できるのは、1 人の心身障害者に対して 1 人の保護者のみです。 

【対象となる心身障害者】 

次のいずれかに該当する方で、将来独立自活することが困難であると認められる方 

（１）知的障害者 

（２）身体障害者手帳１級から３級の方 

（３）精神または身体に永続的な障害があり、その程度が上記と同程度と認められる方（精神疾患、

脳性まひ、進行性筋萎縮症、自閉症、血友病など） 

 ※ 障害の程度や障害者の状況に応じて、所定の診断書が必要になる場合があります。 

【加入口数】 

心身障害者一人につき２口まで。 
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２．手当・年金（手当） 

【掛 金】 

加入時の年度の 4 月 1 日時点の年齢により異なります。ただし、加入期間又は加入者などの所得

に応じて、掛金が免除又は減額される場合があります。 

加入時の加入者の年齢 月額掛金：１口あたり 

３５歳未満の方 ９，３００円 

３５歳以上 ４０歳未満の方 １１，４００円 

４０歳以上 ４５歳未満の方 １４，３００円 

４５歳以上 ５０歳未満の方 １７，３００円 

５０歳以上 ５５歳未満の方 １８，８００円 

５５歳以上 ６０歳未満の方 ２０，７００円 

６０歳以上 ６５歳未満の方 ２３，３００円 

【年金額等】 

（１）年金額 

加入者（保護者）が死亡又は重度障害の状態になった場合、障害のある方に支給され、年金額

は１口の場合は月額２万円、２口の場合は月額４万円。 

（２）弔慰金支給額 

加入者（保護者）の生存中に心身障害者が死亡したとき、加入期間に応じて支給されます。た

だし、加入期間が１年未満の場合は支給されません。 

加入期間 金額：１口あたり 

１年以上  ５年未満の方 ５０，０００円  

５年以上 ２０年未満の方 １２５，０００円  

２０年以上の方 ２５０，０００円 

    ※ 弔慰金が支払われた場合、年金は支給されません。 

    ※ 納めた掛金は返還されません。 

（３）脱退一時金支給額 

５年以上加入した後、脱退または加入口数を減らしたとき、加入期間に応じて支給されます。 

加入期間 金額：１口あたり 

 ５年以上 １０年未満の方 ７５，０００円 （４５，０００円） 

１０年以上 ２０年未満の方 １２５，０００円 （７５，０００円） 

２０年以上の方 ２５０，０００円（１５０，０００円） 

※ 金額欄の（ ）書は、平成２０年３月３１日以前の加入者の額 

※ 口数ごとに脱退できますが、脱退した分の年金は支給されません。 

※ 納めた掛金は返還されません。 
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２．手当・年金（手当） 

 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（６）特別児童扶養手当（国の制度）                     
精神又は身体に一定の障害がある 20 歳末満の子供を育てている方に、国から支給されます。      

【手当額】 ※手当額は、物価スライドにより毎年変動します。 

１級（重度）・・・月額 ５６，８００円（令和７年４月～） 

  ２級（中度）・・・月額 ３７，８３０円（令和７年４月～） 

【支給月】 

毎年４月・８月・１１月に各４か月分を支給します。 

【対象者】  

精神又は身体に一定の障害がある20歳末満の子供を育てている方のうち、主として生計を維持し

ている方。申請を受け付けた翌月分から手当の対象になります。ただし、次の場合には手当は受けら

れません。 

１．保護者等の前年の所得が一定の限度額以上の場合 

２．対象の子供が児童福祉施設に入所している場合 

◎詳しくは、下記担当窓口へお問い合わせください。 

【窓 口】 

本    庁：子育て支援課   電話 ２５－１１３０ ＦＡＸ ２５－１１４５ 

児玉総合支所：支所市民福祉課  電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（７） 児童扶養手当（国の制度）                        
父又は母のいない状態の家庭や父又は母に一定の障害がある家庭、もしくは、父又は母と生計を

同じくしていない子供を養育している方を対象に国から支給されます。 

【手当額】 ※手当額は、物価スライドにより毎年変動します。 

○子供１人の場合 

・全部支給 月額 ４５，５００円 

    ・一部支給（所得に応じて決定）  月額 ４５，４９０円～１０，７４０円 

○2 人目以降加算額（1 人につき） 

・全部支給 月額 １０，７５０円 

・一部支給（所得に応じて決定） 月額 １０，７４０円～５，３８０円 

【支給月】 

毎年５月・７月・９月・１１月・１月・３月に各２か月分を支給します。 
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２．手当・年金（手当） 

【対象者】  

父母の離婚、死亡などによって、父又母と生計を同じくしていない子供を育てている方や、子供を育

てている父又は母に一定の障害があるときに支給されます。子供とは１８歳になった年の年度末（３月

３１日）まで（一定の障害がある子供は２０歳未満まで）です。申請を受け付けた翌月分から手当の対

象になります。 

ただし、次の場合には手当は受けられません。 

１．保護者等の前年の所得が一定の限度額以上の場合 

２．保護者等が一定額以上の公的年金を受給している場合 

３．子供が児童福祉施設に入所している場合 

（特別永住者・中長期在留者の方も原則として対象となります。） 

◎詳しくは、下記担当窓口へお問い合わせください。 

【窓 口】 

本    庁：子育て支援課   電話 ２５－１１３０ ＦＡＸ ２５－１１４５ 

児玉総合支所：支所市民福祉課  電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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２．手当・年金（手当） 

 

（８）年金制度（国の制度）                            

 ① 障 害 基 礎 年 金                                     

障害基礎年金は、病気やケガにより生活や仕事などが制限されるようになった場合に、日本年金

機構による審査後、受給が認められた方に支給されます。 

【対象者】 

障害基礎年金は、次の①～③の条件のすべてに該当する方が受給できます。     

①初診日が、国民年金加入期間にある、または、２０歳前または日本国内に住んでいる６０歳以

上６５歳未満の方で年金制度に加入していない期間にある。（老齢基礎年金を繰上げて受給

している方を除く） 

②初診日の前日において、保険料の納付要件を満たしていること。 

③障害の状態が、障害認定日または２０歳に達したときに、障害等級表に定める１級または２級

に該当していること。 

（※１）障害認定日：初診日から１年６か月を経過した日又は１年６か月以内にその病気やケガが

治った場合（症状が固定した場合）はその日 

（※２）初診日：障害の原因となった病気やケガについて、初めて診療を受けた日 

【年金額】（令和７年４月～） 

区 分 金 額 

１級  年額 1，039，625 円＋子の加算額 

２級  年額   831，700 円＋子の加算額 

   ※子の加算額 

生計を維持している１８歳未満の子があるときは、その子が１８歳到達年度の末日まで。２０

歳未満で障害の程度が１級又は２級の子があるときはその子が２０歳到達月まで、次の表の

額が加算されます。 

加算対象の子 加算額（年額） 

第１子・第２子（１人につき） ２３9，3００円 

第３子目以降の子（１人につき） ７9，8００円 

 

◎詳しくは下記担当までお問い合わせください。 

【窓 口】 熊谷年金事務所  電話 048-522-5012（代表） 

《所在地》 〒360-8585  熊谷市桜木町 1-93 

     本庄市役所市民課国民年金係 電話 25-1114 FAX 25-1190 

    『ねんきんダイヤル』０５７０－０５－１１６５ 
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２．手当・年金（手当） 

 ②特 別 障 害 給 付 金                                     

国民年金の任意加入期間に国民年金に加入していなかったため、障害基礎年金等を受給して

いない障害者の方で、定められた条件を満たしている場合は特別障害給付金が請求できます。 

【対象者】  

平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生又は昭和 61 年３月以前に国民年金

任意加入対象であった被用者等の配偶者で、任意加入していなかった期間内に初診日があり、現

在、障害基礎年金１級、２級相当の障害の状態にある方（但し６５歳に達する日の前日までに当該

障害状態に該当された方に限る。） 

【支給額】 ※支給額は、物価変動による改定があります。 

障害基礎年金 1 級相当に該当する方：令和 6 年度基本月額 55,350 円（2 級の 1.25 倍） 

障害基礎年金 2 級相当に該当する方：令和 6 年度基本月額 44,280 円 

【窓 口】 本庄市役所市民課国民年金係 電話 25-1114  FAX 25-1190 

 

 ③ 障 害 厚 生 年 金 、 障 害 手 当 金                         

【障害厚生年金】 

初診日に厚生年金保険に加入中である方が、その病気・けがで、障害認定日に障害年金の障

害等級表に定める１級～３級の状態にある場合に障害厚生年金が受けられます。保険料の納付要

件を満たしていることが必要です。（障害認定日に障害の状態が軽くても、その後重くなったときは、

障害厚生年金を受け取ることができる場合があります。） 

【障害手当金（一時金）】 

初診日に厚生年金保険に加入中である方の病気・けがが５年以内に治り、治った日に障害厚生

年金を受け取ることができる状態よりも軽い障害が残ったとき、障害等級表に定める障害の状態に

ある場合に障害手当金（一時金）が受けられます。保険料の納付要件を満たしていることが必要で

す。 

【窓 口】 熊谷年金事務所  電話 048-522-5012（代表） 

《所在地》 〒360-8585  熊谷市桜木町 1-93 
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３．医 療（自立支援医療） 

 
 

３．医 療 

 

（１）自立支援医療                                   

精神障害者の通院治療を促進し、適正医療を普及させたり、身体障害者の生活上の便宜を増す

ために障害を軽くし、機能回復のための医療を受けていただいたりするために、県で指定した医療機

関等で要した費用（健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額）の100分

の90を医療保険とあわせて負担します。 

① 精 神 通 院 医 療                                   

精神疾患の治療のために通院している方は、医療保険の種別に関係なく通院医療費の自己負

担額が医療費の１割になります。また、所得に応じて自己負担上限額があります。 

【申請手続等】 

申請書等を障害福祉課又は支所市民福祉課へ提出 

【申請に必要なもの】 

（１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）自立支援医療（精神通院医療）意見書（診断書）＊更新の場合は隔年 

（３）健康保険証の写し(世帯内で同じ健康保険に加入する方全員分） 

（４）個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

（５）課税証明書など所得状況が分かるもの又は同意書 

【有効期間】 

  １年以内（更新ができます。） 

【利用者負担額】 

１割（受給者本人の収入や世帯の所得、疾病等の状況に応じて、毎月の自己負担上限額を設定し

ています。） 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

② 更 生 医 療                                          

障害の程度を軽くしたり、取り除くための医療（関節形成術、心臓手術、血液透析療法など）を

指定医療機関で受けた場合に、医療費の自己負担額が１割になります。 また、所得に応じて自己

負担上限額があります。 
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３．医 療（自立支援医療） 

【対象者】 

１８歳以上で身体障害者手帳を持っている方 

【申請手続等】 

申請書等を障害福祉課又は支所市民福祉課へ提出 

→ 障害福祉課：受給者証を本人へ交付 

    → 本 人：医療機関等で受給者証を提示し、受診 

【申請に必要なもの】 

（１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）身体障害者手帳 

（３）自立支援医療（更生医療）意見書、医療費概算額算定表 

（４）健康保険証の写し 

（５）特定疾病療養受療証（お持ちの場合） 

（６）個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

（７）課税証明書など所得状況が分かるもの又は同意書 

【有効期間】 

  １年以内（更新ができます。） 

【利用者負担額】 

１割（受給者本人の収入や世帯の所得、疾病等の状況に応じて、毎月の自己負担上限額を設定し

ています。） 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

③ 育 成 医 療                                           

障害のある児童に対し、障害の程度を軽くしたり取り除くなど、生活の能力を得るために必要な

医療を指定医療機関で受けた場合に、医療費の自己負担額が一割になります。また、保護者の所

得に応じて自己負担上限額があります。 

【対象者】  

肢体不自由、視覚、聴覚、音声言語機能障害並びに心臓疾患、腎臓疾患の障害及びその他の内

臓障害を持つ児童 

【申請手続等】 

申請書等を障害福祉課へ提出 

→ 障害福祉課：受給者証を本人へ交付 

→ 本   人：医療機関等で受給者証を提示し、受診 
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３．医 療（自立支援医療） 

 
 

【申請に必要なもの】 

（１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）自立支援医療（育成医療）意見書 

（３）自立支援医療（育成医療）「世帯」調書 

（４）健康保険証の写し（世帯全員のもの） 

（５）個人番号（マイナンバー）カード又は通知カード 

（６）課税証明書など所得状況が分かるもの又は同意書 

【有効期間】 

原則３か月以内（※ただし、障害ごとに定められた期間を限度とする。） 

  （有効期間を超えて引き続き医療を継続する必要がある場合には、更新ができます。） 

【利用者負担額】 

１割（保護者の収入や世帯の所得、疾病等の状況に応じて、毎月の自己負担上限額を設定してい

ます。） 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 自立支援医療 注意事項 】 

氏名、担当医療機関、所得区分、加入する医療保険または住所（市内転居）等に

変更があった場合は、障害福祉課又は支所市民福祉課へ届出が必要になります。 

○届出に必要なもの 

①受給者証 

②健康保険証 

   ※詳細については、窓口へお問い合わせください。 
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３．医 療（重度心身障害者医療費助成制度） 

 
 

（２）重度心身障害者医療費助成制度                   

この制度は、障害がある方とその家族の経済的負担を軽減するため、医療機関を受診した場合の

医療費の一部負担金を、県と市町村で助成する制度です。 

重度の心身障害者が医療機関等へ受診したときに、国民健康保険、高齢者の医療の確保に関す

る法律（後期高齢者医療制度）又は各社会保険等の保険診療でかかった医療費の一部負担金及

び食事療養標準負担額（満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの入院に係る負担額に限

る。）を支給します。 

なお、他の公費負担医療の給付や健康保険（国保、後期高齢、各社会保険等）から支給され

る高額療養（医療）費、附加給付金等がある場合には、その額を差し引いた金額を支給します。 

  

【資格登録対象者】 

本庄市に住所を有し、健康保険（国保、後期高齢、各社会保険等）に加入している方で、次の

いずれかに該当する方。ただし、平成２７年１月１日以降に６５歳以上で新規に障害者手帳を取

得した方等を除きます。 

（１）身体障害者手帳１級～３級を所持している方 

（２）療育手帳○Ａ 、Ａ、Ｂを所持している方 

（３）精神障害者保健福祉手帳１級を所持している方 

（４）高齢者の医療の確保に関する法律（後期高齢者医療制度）による障害認定を受けた方 

【申請手続（資格登録）】 

資格登録申請書等を障害福祉課又は支所市民福祉課へ提出 

【申請手続（資格登録）に必要なもの】 

（１）身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳 

（２）健康保険証 

（３）受給者名義の預金通帳 

（４）所得証明書（一部転入者のみ） 

【所得判定】 

新規資格登録時に所得判定を行い、本人の所得が年間３６０万４千円を超える場合（ただし、扶養

人数等により基準額は異なります。）には、一旦支給を停止します。また、毎年９月に所得判定を行い、

支給の可否を決定します。 

【支給決定後の流れ】 

（１）重度心身障害者医療費受給者証を本人へ交付 

（２）受診時に医療機関等へ重度心身障害者医療費受給者証を提示してください。 
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３．医 療（重度心身障害者医療費助成制度） 

《 医療機関等で窓口負担無しの場合 》 

令和４年１０月１日から、埼玉県内の医療機関等での現物給付が始まりました。この制度は、重

度心身障害者が医療費助成を受けているとき、窓口での一部負担金の現金支払いを不要とする

ものです。ただし、以下の場合は適用されませんので、ご注意ください。 

 １．埼玉県外の医療機関等へ受診した場合 

 ２．後期高齢者医療制度以外の健康保険証をお持ちの方で、１医療機関での受診で保険適用

内医療費の一部負担金が１か月 21,000 円以上かかった場合。 

 ３．鍼灸・マッサージ等の利用の場合 

 ４．特定疾病（長期高額疾病）に該当する院外処方箋に伴う薬局での一部負担金がある場合 

 

《 医療機関等で窓口負担有りの場合 》 

医療機関等の窓口で一旦一部負担金を支払ったうえで、支給申請が必要です。医療機関の別

（医科・歯科を併設する病院の場合は医科・歯科も区別）、入院・外来の別、受診月の別に領収書

をまとめて、原則として１５日までに障害福祉課又は支所市民福祉課へ支給申請書を提出してくだ

さい。 

・支給方法 

原則として１５日までに申請した場合には、翌月１５日（１５日が休日の場合はその前日）に指

定された口座に振込みます。 

なお、高額療養費等に該当する場合は、約５か月程度支払に期間を要します。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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４．相談窓口 

 

４．相談窓口 

 

（１）本庄市役所障害福祉課                          

① 障害のある方のさまざまな相談に応じ、必要な援護や身体障害者手帳・療育手帳・精神障

害者保健福祉手帳に関する相談や受付、日常生活又は社会生活を送るためのサービスなど

の相談を行います。 

② 虐待などの権利侵害の通報や相談、障害者やその家族等への差別に関する相談を行いま

す。 

◇障害福祉課：電話 25-1125  FAX 23-1963 

 《所在地》 〒367-8501 本庄市本庄3-5-3（本庄市役所内） 

◇支所市民福祉課：電話 71-5889  FAX 72-1630 

 《所在地》 〒367-0298 本庄市児玉町八幡山368（児玉総合支所内） 

 

（２）児玉郡市障害者基幹相談支援センターYou＆Iほみか      

地域全体の相談支援体制を構築します。 

 【主な相談内容】 

① 総合的・専門的な相談の実施 

② 地域の相談機関への専門的な助言や人材育成の支援 

③ 各種研修会や会議等の開催による地域の相談機関との連携強化・事例検証 

④ 障害者の地域移行・地域定着を進める取組 

⑤ 権利擁護・虐待の防止に関すること 

 

◇児玉郡市障害者基幹相談支援センター You ＆ I ほみか  

《連絡先》 71-4040  

《所在地》 本庄市けや木 3-20-17 
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４．相談窓口 

至寄居 

（３）障害者相談支援事業所                          

障害者（児）及びその家族などからの相談に応じ、必要な情報の提供や、権利擁護のために必

要な援助を行います。 

この相談支援事業は本庄市、美里町、神川町、上里町が共同で社会福祉法人に委託して実施

しています。 

【主な相談内容】 

１ 日常生活全般にわたる相談（ピアカウンセリングを含む。） 

２ 福祉に関する情報の提供 

３ 必要に応じ、施設やサービス事業所との連絡調整など 

※ 相談は無料（交通費など個人に係る実費負担分は除く。）です。 

【事業所名】 

○障害者生活支援センター さわやか 

《対  象》 １ 身体障害者（児）とその家族 

２ 知的障害者（児）とその家族 

    《開所日・時間》 毎週月・水～日・祝日 午前９時～午後６時 

    《休  日》 毎週火曜日、年末年始 

    《所 在 地》 〒367-0038 本庄市いまい台2-43（本庄市障害福祉センター内） 

《連 絡 先》 

・身体障害者（児） 

電話 25-5620  FAX 25-5640 

・知的障害者（児） 

電話 25-5630  FAX 25-5665 

 

 

○障害者生活支援センターみさと 

《対  象》精神障害者（児）とその家族 

《開所日・時間》 

毎週月～金曜日 午前9時～午後５時 

  《休  日》毎週土・日、祝日、年末年始 

    《所 在 地》〒367-0101 美里町大字小茂田889-1 

《連 絡 先》電話 76-3646 FAX 76-4461 

上越新幹線 

国
道
462
号 

エム・テック 

関越自動車道 

県立本庄特別支援学校 

小山川 

障害者生活支援セ

ンターみさと 

本庄児玉ＩＣ 

本庄市障害福祉セン

ター 

 

コンビニ 
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４．相談窓口 

 

（４）本庄市障害者相談員                            

身体障害者・知的障害者又はその家族からのいろいろな相談に応じ、関係機関との連絡をとり

ながら、必要な指導・助言を行います。  

この相談員は民間の協力者で、それぞれ本庄市長から委嘱されています。 

※ 相談を希望される場合は、窓口へお問い合わせください。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（５）本庄市発達教育支援センター「すきっぷ」            

発達障害等をかかえる子どもたちを早期に把握し、保健・医療・福祉・教育などのサポート機関と

連携を取りながら、本人・家族・関係機関への支援を行い、子どもたちが社会で自立していけるよう

支援をします。 

【本庄市発達教育支援センター「すきっぷ」】 

電話 27-5550  FAX 22-0366 

《所在地》 〒367-0061 本庄市小島５-５-４５  

 

（６）民生委員・児童委員、主任児童委員                

民生委員・児童委員、主任児童委員の連絡先は、本庄市役所地域福祉課へお問い合わせくだ

さい。 

【地域福祉課】 電話25-1142  FAX23-1963  

《所在地》 〒367-8501 本庄市本庄3-5-3（本庄市役所内） 

 

（７）社会福祉協議会                                

高齢者、障害者などの要援護者の支援を行うと共に、各種福祉団体、ボランティア団体・企業等

のサポートをしています。 

【本庄市社会福祉協議会】 電話 24-2755  FAX 21-5516 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内 
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４．相談窓口 

（８）本庄保健所                                    

心の健康相談や、ひきこもり、依存症、難病等に関する相談を行っています。 

また、精神保健に関する普及啓発や相談の受付、精神障害者の社会復帰対策等の精神保健福

祉サービスを市町村と連携して提供しています。 

 

【埼玉県本庄保健所】 電話 22-6481  FAX 22-6484 

《所在地》 〒367-0047 本庄市前原1-8-12  

 

（９）児童相談所                                    

１８歳未満の児童の養育、発達に関する相談に応じ、児童の心理判定、児童福祉施設への入所

などにより、それぞれの相談に必要な指導援助を行っています。 

 

【最寄りの児童相談所】 

埼玉県熊谷児童相談所 電話 048-521-4152  FAX 048-520-1036 

《所在地》 〒360-0014 熊谷市箱田 5-13-1 

 

（10）埼玉県のその他機関                            

【埼玉県総合リハビリテーションセンター】 

電話 048-781-2222（代）  FAX 048-781-1552 

《所在地》〒362-8567 上尾市西貝塚 148-1  

 

【埼玉県立精神保健福祉センター】 

電話 048-723-1111（代） FAX  048-723-1550 

《所在地》〒362-0806 北足立郡伊奈町小室 818-2  

 

【埼玉県発達障害者支援センター「まほろば」】 

電話 049-239-3553 FAX 049-233-0223 

《所在地》〒350-0813 川越市大字平塚新田字東河原 201-2 
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５．福祉用具の支援 

５．福祉用具の支援 

（１）補装具費の支給制度（自立支援給付）               

身体障害者（児）の失われた部位や障害のある部分を補って、日常生活を容易にするために、次の

補装具の購入、借受け又は修理にかかる費用を支給しています。 

原則１割の自己負担となりますが、負担が重くならないよう、所得に応じた月額負担上限がありま

す。（世帯に市町村民税所得割額が４６万円以上の方がいる場合は支給対象外です。）  

※ 支給にあたっては、事前の相談と申請が必要です。 

 

【補装具の種類】 

対  象 品  名 

視覚障害 視覚障害者安全つえ、義眼、眼鏡 

聴覚障害 補聴器、人工内耳（人工内耳用音声信号処理装置の修理に限る） 

肢体不自由 義手、義足、装具、車いす、電動車いす、歩行器、 

歩行補助つえ、座位保持いす、頭部保持具、排便補助具、 

起立保持具、座位保持装置、重度障害者用意思伝達装置 

【自己負担額（原則１割）】 

世帯階層区分 月額負担上限額 

市町村民税課税世帯の方 37,200 円 

市町村民税非課税世帯の方 0 円 

生活保護世帯の方 0 円 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

◆医療保険や介護保険制度などにより補装具の給付等を受けられる場合は、それらの制度の利用が

優先となります。 

介護保険サービスを利用できる方は、居宅介護支援事業者のケアマネジャー、地域包括支援セン

ター又は介護保険課へお問い合わせください。  

【問い合わせ】 

本 庁：介護保険課  電話 ２５－１７１９ ＦＡＸ ２３－１９６３ 
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５．福祉用具の支援 

 
 

（２）日常生活用具の給付（地域生活支援事業）           

在宅の障害者（児）に対し、日常生活を容易にするため、障害者用の日常生活用具の給付を行っ

ています。 

原則１割の自己負担となりますが、負担が重くならないよう、所得に応じた月額負担上限があります

（上限額については、補装具費の支給制度と同様）。また、世帯に市町村民税所得割額が４６万円以

上の方がいる場合は支給対象外となります。 

 

※ 支給にあたっては、事前の相談と申請が必要です。 

※ 用具の種類は、このガイドの後ろに綴じてある「別表３ 日常生活用具一覧表」（１０５頁をご覧

ください。 

※ 介護保険制度により給付や貸与等を受けられる場合は、介護保険制度の利用が優先となりま

す。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（３）小児慢性特定疾病児童日常生活用具の給付         

小児慢性特定疾病医療受給者証の交付を受けた児童に対して、日常生活を容易にするため、障

害者用の日常生活用具の給付を行っています。 

対象児の保護者の所得等に応じて、一部自己負担があります。 

 

※ 事前の相談と申請が必要です。 

※ 用具の種類は、このガイドの後ろに綴じてある「別表４ 小児慢性特定疾病児童等日常生活

用具一覧表」（１１３頁）をご覧ください。 

※ 他の制度が利用できる場合は、そちらの利用が優先となります。 

 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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５．福祉用具の支援 

（４）難聴児補聴器購入費の補助                       

 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度又は中等度の１８歳未満の難聴児に対して、補聴

器の購入費用の一部を補助し、難聴児の健全な発達を支援します。 

 

※ 事前の相談と申請が必要です。 

※ 補聴器の装用により、言語の習得等一定の効果が期待できると医師が判断した者に限ります。 

 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

（５）車いすの貸出                                        

一時的に車いすを必要とされる方に、車いすを貸出します。 

 

【窓 口】 

  本庄市社会福祉協議会 電話 24-2755  FAX 21-5516 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内 

  本庄市社会福祉協議会児玉支所 電話 73-1237  FAX 72-7555 

《所在地》 〒367-0217 本庄市児玉町八幡山368 アスピアこだま内 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 
 

  

 

６．暮らしの支援 

（１）障害者総合支援法によるサービス                  

 ① 自 立 支 援 シ ス テ ム 全 体                             

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」は、

障害のある方がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活または社会生活を営むことが

できるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、もって障害のある方の福祉

の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮ら

すことのできる地域社会の実現に寄与することを目的として、平成２５年４月から施行されました。 

 

■自立支援システム全体像 

障害者総合支援法による、総合的な自立支援システムの全体像は、自立支援給付と地域生活

支援事業で構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ 居宅介護 
・ 重度訪問介護 
・ 同行援護 
・ 行動援護 
・ 療養介護 
・ 生活介護 
・ 短期入所 
・ 重度障害者等包括支援 
・ 施設入所支援 

介護給付  

・ 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
・ 宿泊型自立訓練 
・ 就労移行支援 
・ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
・ 共同生活援助 
・ 就労定着支援 
・ 自立生活援助 

訓練等給付 

 

・ 更生医療 
・ 育成医療 
・ 精神通院医療費（実施主体は都道

府県） 

自立支援医療

障
害
者
 児 

本 庄 市 

・専門性の高い相談支援 ・広域支援 ・人材育成等 

・相談支援 ・日常生活用具給付 ・意思疎通支援 ・移動支援 
・地域活動支援センター ・成年後見制度利用支援 ・その他社会生活等支援 
   

支援 

都 道府 県 

自立支援給付 

地域生活支援事業 

補装具費の支給 補装具 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 ② サ ー ビ ス の 対 象 者                              

◎身体障害者 ①身体障害者手帳を持っている方 

◎知的障害者 ①療育手帳を持っている方 

②知的障害者更生相談所又は児童相談所に知的障害と判定された方 

◎精神障害者 ①精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

②精神障害のために障害年金を受給されている方 

③精神障害のために特別障害給付金を受給されている方 

④自立支援医療（精神通院医療）を受給されている方 

⑤医師に精神障害と診断された方（診断書が必要です。） 

◎難病患者等 ①「別表５ 障害者総合支援法の対象疾病一覧（３６９疾病）」に該当する方 

（医師の診断書や特定疾病の医療受給者証等が必要です。） 

◎障 害 児 ①身体に障害のある１８歳未満の方 

②知的障害又は精神に障害のある18歳未満の方 

※ 介護保険制度によるサービスが受けられる場合は、原則として対象外になります。 

 

 ③ 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 内 容                           

１．介護給付（自立支援給付） 

自宅や施設で介護の支援を受けるサービスです。 

利用できるサービスは、障害支援区分（介護給付による支援の必要度を表す６段階の区分：区

分６が一番必要度が高い）や一定の要件によって決まります。 

 

  

種 類 名  称 
障害支援区分と対

象者 
内  容 

在宅で 

利用する 

サービス 

居宅介護 

（身体介護・家

事援助） 

区分１（児童は同相

当）以上 

自宅での入浴、排せつ、食事等の介護や、家

事の援助等を行います。 

重度訪問介護 
区分４以上で要件あ

り 

自宅での入浴、排せつ、食事等の介護や、外

出時における移動支援等を総合的に行いま

す。（原則として、居宅介護との併給はできま

せん。） 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 
 

  

種 類 名  称 
障害支援区分と対

象者 

内  容 

外出時に 

利用する 

サービス 

同行援護 

要件あり 

※障害支援 区分の

認定は必要としませ

ん。 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する

障害者等につき、外出時において当該障害

者等に同行し、移動の援護その他必要な援

助を行います。 

行動援護 
区分３（児童は同相

当）以上で要件あり 

外出する際、危険を回避するために必要な支

援等を行います。 

居宅介護 

(通院等介助) 

区分１（児童は同相

当）以上 ※身体介

護を伴う場合は区分

2（児童は同相当）

以上で要件あり 

病院等への通院および受診等の手続き等の

介助、公的手続きのための官公署への訪問

や相談支援事業者への相談・サービス事業

者への見学の際の介助を行います。 

居宅介護 

( 通 院 等 乗 降

介助) 

区分１（児童は同相

当）以上 

通院等のための乗車または降車時の介助を

行います。 

通 所 し て

利 用 す る

サービス 

生活介護 

入
所
併
用 

50 歳

以上 

区 分

３ 

日中の入浴、排せつ、食事の介護等を行うと

ともに、創作的活動又は生産活動の機会を

提供します。 

50 歳

未満 

区 分

４ 

通
所
 
  

50 歳

以上 

区 分

２ 

50 歳

未満 

区 分

３ 

住 ま い の

場 と し て

利 用 す る

サービス 

 

短期入所 

(ショートステ

イ) 

区分１（児童は同相

当）以上 

自宅の介護者が病気の場合などに、入所施

設において短期間、入浴、排せつ、食事の介

護等を行います。 

療養介護 
要件により区分５以

上又は区分6 

医療機関において、機能訓練、療養上の管

理、看護、介護及び日常生活の支援等を行

います。 

施設入所支援 

生活介護利用者のう

ち区分４（50歳以上

は区分３）以上 夜間の入浴、排せつ、食事の介護等を行いま

す。 自立 訓練 又は就労

移行支援を受け、一

定の要件を満たす人 

29



６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 

２．訓練等給付（自立支援給付） 

リハビリテーションや一般就労に向けた訓練を行うサービスです。原則として障害支援区分の

認定は必要ありません。ただし、自立訓練、就労移行支援、宿泊型自立訓練、就労定着支援、自

立生活援助は利用期間が限定されています。 

在 宅 、 通

所、住まい

の場 

重度障害者等

包括支援 

区分６（児童は同相

当）かつ要件あり 

居宅介護等複数のサービスを包括的に行い

ます。 

（他の障害福祉サービスとの併給はできませ

ん。） 

種  類 名  称 対象者 内  容 

通所して

利用する

サービス 

自

立

訓

練 

機能訓練 

入所施設・病院を退

所・退院、特別支援

学校を卒業した身体

障害者 

一定期間の支援計画に基づいて、身体機能

の向上のための訓練を行います。 

生活訓練 

入所施設・病院を退

所・退院、特別支援

学校を卒業した知的

障害者・精神障害者 

一定期間の支援計画に基づいて、生活能力

向上のための訓練を行います。 

就労移行支援 

一般企業等への就

労を希望する65歳

未満の障害者 

一定期間の支援計画に基づいて、就労に必

要な知識及び能力の向上のための訓練を行

います。 

就労継続支援 

（Ａ型） 

一般企業等での就

労が困難な利用開

始時に65歳未満の

障害者 

雇用契約に基づき、働く場を提供するととも

に、知識及び能力の向上のための訓練を行

います。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

一般企業等での就

労が困難な障害者 

働く場を提供するとともに、知識及び能力の

向上のための訓練を行います。 

住まいの

場として

利用する

サービス 

共同生活援助 

（グループホー

ム） 

区分を問わず障害者 

夜間や休日に共同生活を行う住居において、

日常生活上の援助や相談を行います。 

（原則として、居宅介護との併給はできませ

ん。） 

宿泊型自立訓練 

入所施設・病院を退

所・退院、特別支援

学校を卒業した知的

障害者・精神障害者 

居室その他の設備を利用して、家事等の日常

生活能力を向上させるための支援、生活等に

関する相談及び助言その他の必要な支援を

行います。 

その他 就労定着支援 要件あり 

障害福祉サービスを利用して、雇用された方

の就労の継続を図るために、連絡調整、相

談、指導及び助言等の必要な支援を行いま
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 
 

 

３．地域相談支援給付 

地域生活への移行に向けた支援です。サービス利用料はすべて公費にて負担します。 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院し

ている精神障害者につき、住居の確保その他の地域における生活に

移行するための活動に関する相談その他の必要な支援を行う。 

地域定着支援 

居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連絡体制を

確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談、緊急訪

問その他必要な支援を行う。 

 

４．計画相談支援給付 

介護給付、訓練等給付、地域相談支援利用者のサービス等利用計画を作成するサービス利

用支援、サービス等利用計画やサービス利用状況が適当か検証するモニタリング等を行う継続

サービス利用支援を行います。 

 

 ④ サ ー ビ ス 利 用 の 流 れ                                

１．相談・申請 

受けたいサービスの種類や量、どのようにして使うのかなどについて、まずは障害福祉課又は

支所市民福祉課にご相談のうえで申請ください。 

２．サービス等利用計画案の作成依頼 

作成をお願いしたい障害者相談支援事業所にサービス等利用計画案を作成してもらいます。

また、自分で計画（セルフプラン）を作成することも可能です。 

３．面接調査 

・申請が行われると、障害福祉課職員が、障害者総合支援法に基づく８０項目（障害児の場合５

領域１１項目）の調査に沿って、利用者の身体状況や他サービスの利用状況などにつき利用

者本人にお会いしてお話を伺います。 

・家事援助や身体介護、重度訪問介護等を希望する場合または来庁が困難な方については、ご

自宅に訪問させていただきます。 

種  類 名  称 対象者 内  容 

す。 

自立生活援助 要件あり 

定期的な巡回又は随時通報を受けて行う訪

問、必要な情報の提供及び助言並びに相

談、関係機関との連絡調整等の自立した日

常生活を営むための環境整備に必要な援助

を行います。 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

４．障害支援区分の一次判定・二次判定・障害支援区分の認定 

①一次判定 

面接調査の結果をもとに、法で定められた全国均一の基準による判定を行ないます。 

②二次判定 

一次判定を受け、医師の意見書、本人の詳細な状況や一次判定でくみとれない内容につ

いて審査会で審査、判定が行なわれ、どのくらいサービスが必要な状態なのか（障害支援区

分）が決められます。 

※１ 審査会は、医師及び障害保健福祉をよく知る委員で構成されます。 

※２ 障害支援区分の認定を行った場合、申請者に対し、障害支援区分の通知が行われます。 

※３ 訓練等給付、地域相談支援給付を希望される方、障害児の方の場合は、障害支援区分の判

定は行われません。 

５．勘案事項調査・サービス利用意向の聴取・支給決定 

サービス等利用計画案の内容、障害支援区分や利用者の生活・居住・就労の状況、要望など

をもとにサービスの種類、支給量、支給期間、利用者負担額上限月額等を決定し、「受給者証」

が交付されます。 

 ※ 受給者証に記載されていないサービスは使えません。 

６．サービスの利用 

 ・利用者は、利用したい事業所・施設に受給者証を提示して契約を結びます。 

・契約は、支給決定量の範囲内で行うこととなり、契約終了後、利用者は契約書や重要事項説

明書等に定められた内容に基づいて、サービスを受けることができます。 

７．利用者負担額の支払 

利用者は、サービスに係る利用料の原則１割を、決定された利用者負担上限月額まで、事業

所・施設に直接支払います。 

８．介護給付費等(居宅サービス利用者)、訓練等給付費(施設サービス利用者)の支給 

利用者負担額を控除した介護給付費等、訓練等給付費は、利用者に代わって本庄市が事業

所・施設に直接支払います(代理受領)。 

 

 ⑤ 利 用 者 負 担                                       

利用者負担は現在、サービス量と所得に着目した負担の仕組み（１割の定率負担と所得に応じ

た負担上限月額の設定）となっています。 

定率負担、実費負担のそれぞれに、低所得の方に配慮した軽減策が講じられています。 

 

１．利用者負担に関する配慮措置 

①利用者負担の負担上限月額設定（所得段階別） 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 
 

②医療型個別減免（医療、食事療養費と合わせ、上限額を設定） 

③高額障害福祉サービス費（世帯での所得段階別負担上限） 

④補足給付（食費・光熱水費負担を減免） 

⑤食費の人件費支給による軽減措置 

⑥補足給付（家賃を補助） 

⑦生活保護への移行防止（負担上限額を下げる。） 

（１）入所施設利用者 

・定率負担 

①利用者負担の負担上限月額設定（所得段階別） 

③高額障害福祉サービス費（世帯での所得段階別負担上限） 

⑦生活保護への移行防止（負担上限額を下げる。） 

・食費・光熱水費 

④補足給付（食費・光熱水費負担を減免） 

（２）グループホーム利用者 

・定率負担 

①利用者負担の負担上限月額設定（所得段階別） 

③高額障害福祉サービス費（世帯での所得段階別負担上限） 

⑦生活保護への移行防止（負担上限額を下げる。） 

・食費・光熱水費等 

⑥補足給付（家賃を補助） 

食費については実費で負担。通所施設（事業）を利用した場合には⑤の軽減措置が受

けられます。 

（３）通所施設（事業）利用者 

・定率負担 

①利用者負担の負担上限月額設定（所得段階別） 

③高額障害福祉サービス費（世帯での所得段階別負担上限） 

＊就労継続支援Ａ型（雇用型）事業を利用の場合、事業主の負担による減免措置 

⑦生活保護への移行防止（負担上限額を下げる。） 

・食費・光熱水費 

⑤食費の人件費支給による軽減措置 

（４）居宅介護利用者 

・定率負担 

①利用者負担の負担上限月額設定（所得段階別） 

③高額障害福祉サービス費（世帯での所得段階別負担上限） 

⑦生活保護への移行防止（負担上限額を下げる。） 

（５）療養介護利用者 

・定率負担 

①利用者負担の負担上限月額設定（所得段階別） 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

②医療型個別減免（医療、食事療養費と合わせ、上限額を設定） 

⑦生活保護への移行防止（負担上限額を下げる。） 

 

２．利用者負担のしくみ 

 

①月ごとの利用者負担には上限があります 

障害福祉サービスの定率負担は、所得に応じて次の５区分の負担上限月額が設定され、ひと月

に利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担は生じません。 

Ⅰ 介護給付費及び訓練等給付費に係る所得区分及び負担上限月額 

所得区分 負担上限月額 

①生活保護 ０円 

低所得 
②低所得１ 

０円 
③低所得２ 

④一般１ 

居宅で生活する障害児 ４，６００円 

居宅で生活する障害者及び２０歳未満の施設入

所者 
９，３００円 

⑤一般２ ３７，２００円 

Ⅱ 療養介護医療に係る所得区分及び負担上限月額 

所得区分 負担上限月額 

①生活保護 ０円 

②低所得１ １５，０００円 

③低所得２ ２４，６００円 

⑤一般（一般１・２） ４０，２００円 

負担上限月額を定める際の所得区分の設定について 

①生活保護：生活保護受給世帯（「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰 国後の

自立の支援に関する法律」による支援給付受給世帯についても同様の取扱い） 

②低所得１：市町村民税世帯非課税者であって障害者又は障害児の保護者の収入が年間８０

万円以下であるもの 

③低所得２：市町村民税世帯非課税者のうち、②に該当しないもの 

④一般１ ：市町村民税課税世帯に属する者のうち、市町村民税所得割額が１６万円（障害児

及び２０歳未満の施設入所者にあっては２８万円）未満のもの 

⑤一般２ ：市町村民税課税世帯に属する者のうち、④に該当しないもの 

○所得を判断する際の世帯の範囲は次のとおりです。 

種別 世帯の範囲 

18 歳以上の障害者 

（施設に入所する 20 歳未満の者を除く） 

障害のある方とその配偶者 

障害児 

（施設に入所する 20 歳未満の者を含む） 

保護者の属する住民基本台帳での世帯 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 
 

② 療養介護を利用する場合、医療費と食費の減免があります 

療養介護を利用する方は、従前の福祉部分定率負担相当額と医療費、食事療養費を合算して、

上限額を設定します。 

低所得の方は、少なくとも 25,000 円が手元に残るように、利用者負担額が減免されます。 

  

③ 世帯での合算額が基準額を上回る場合は、高額障害福祉サービス費が支給されます 

障害者の場合は、障害者と配偶者の世帯で、障害福祉サービスの負担額（介護保険も併せて

利用している場合や、補装具の給付や修理をした場合、それぞれの自己負担額も含む。）の合算額

が基準額（37,200 円）を超える場合は、高額障害福祉サービス費が支給されます（償還払いの

方法によります）。 

障害児が障害者総合支援法と児童福祉法のサービスを併せて利用している場合は、利用者負

担額の合算が、利用するサービスのうち最も高い利用者負担額を超えた部分について、高額障害

福祉サービス費等が支給されます（償還払いの方法によります）。  

※ 世帯に障害児が複数いる場合でも、合算した負担額が一人分の負担額と同様になるように軽

減します。 

 

④ ⑤ 食費等実費負担についても、減免措置が講じられます 

（入所者の場合） 

入所施設の食費・光熱水費の実費負担については、55,500 円を限度として施設ごとに額が設

定されることになりますが、低所得者に対する給付については、費用の基準額を 55,500 円として

設定し、食費・光熱水費の実費負担をしても、少なくとも手元に 25,000 円が残るように補足給付

が行われます。 

 

（通所施設の場合） 

 通所施設では、低所得、一般１（グループホーム利用者（所得割 16 万円未満）を含む）の場合、

食材料費のみの負担となります。なお、食材料費は、施設ごとに額が設定されます。 

 

⑥ グループホーム利用に係る家賃の実費負担を軽減します。 

 利用者負担の区分が、生活保護、低所得に該当する方に対して、月１万円（家賃の額が１万円を

下回る場合は、当該家賃の額）が支給されます。 

 

⑦ 生活保護への移行防止策が講じられます 

こうした負担軽減策を講じても、定率負担や食費等実費を負担することにより、生活保護の対象

となる場合には、生活保護の対象とならない額まで定率負担の負担上限月額や食費等実費負担

額を引き下げます。 
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６．暮らしの支援（障害者総合支援法によるサービス） 

 ⑥ 受 給 者 証                                         

介護給付、訓練等給付の支給決定者には「障害福祉サービス受給者証」が、地域相談支援の

支給決定者には「地域相談支援受給者証」が交付されます。また療養介護の受給者には、障害福

祉サービス受給者証と合わせて「療養介護医療受給者証」が交付されます。 

受給者証にはサービスを利用するための大切な情報が記載されていますので、記載内容を必ず

確認してください。 

 

 

 

○次の場合は、障害福祉課又は支所市民福祉課に届出をしてください。 

・氏名が変わったとき 

・市内で転居したとき 

○次の場合は、受給者証の資格がなくなりますので障害福祉課又は支所市民福祉課に返還し

てください。 

・サービスを利用する必要がなくなったとき 

・市外に転出するとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ご注意ください。               

 

○ 転出先の市町村で、障害支援区分認定のための調査等を新たに受ける必要は あ

りません。 

本庄市で認定を受けた障害支援区分および有効期間が引き続き有効となります

ので、転出する際は本庄市から「障害支援区分認定証明書」の交付を受け、転入先

の市町村に、当該証明書を添えて申請を行ってください。 
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６．暮らしの支援（児童福祉法によるサービス） 

（２）児童福祉法によるサービス                       

 ① サ ー ビ ス の 内 容                                  

１．障害児通所給付（障害児通所支援） 

２．障害児相談支援給付 

障害児通所給付利用者の障害児支援利用計画を作成します。なお、障害児通所給付と障害

者総合支援法における障害福祉サービスの両方を利用する場合は、障害児相談支援給付と計

画相談支援の両方の対象になります。 

３．障害児入所支援 

障害児入所支援は、重度・重複障害や被虐待児への対応を図るほか、自立（地域生活移行）

のための支援を行います。障害児入所支援の利用を希望する場合、保護者の方は、実施主体で

ある埼玉県に支給申請を行います。 

 ② サ ー ビ ス 利 用 の 流 れ                                 

１．相談 

受けたいサービスの種類や利用予定の事業所、どのようにして使うのかなどについて、まずは

障害福祉課又は支所市民福祉課にご相談ください。そのうえで、申請してください。 

２．サービス等利用計画案の作成依頼 

作成をお願いしたい障害児相談支援事業所にサービス等利用計画案を作成してもらいます。

また、自分で計画（セルフプラン）を作成することも可能です。 

３．申請・聞き取り 

支給申請と同時に、市役所職員がサービス利用意向の聴取や障害児の調査項目に沿って、

児童発達支援 
未就学の障害児を対象に、日常生活における基本的な動作の

指導などの支援を行います。 

医療型児童発達支援 児童発達支援及び治療を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 
重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問

し、発達支援を行います。 

放課後等デイサービス 
就学している障害児を対象に、生活能力の向上のために必要

な訓練などの支援を行います。 

保育所等訪問支援 障害児以外の児童との集団生活への支援を行います。 
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６．暮らしの支援（児童福祉法によるサービス） 

 
 

利用者や家庭状況、他サービスの利用状況などについてお話を伺います。 

４．支給決定 

障害児支援利用計画案の内容、利用者の生活・居住の状況、保護者の要望などをもとにサー

ビスの種類、支給量、支給期間、利用者負担額等を決定し、「通所受給者証」が交付されます。 

※通所受給者証に記載されていないサービスは使えません。 

５．サービスの利用・利用者負担額の支払・障害児通所給付費の支給 

支給決定後のサービス利用の手続きや自己負担の支払い等は、障害者総合支援法のサービ

ス利用の流れと同様です。 

 ③ 利 用 者 負 担                                         

障害児通所給付での利用者負担は、サービス量と所得に応じた負担の仕組み（１割の定率負

担と所得に応じた負担上限月額の設定）となっています。 

負担上限月額は障害者総合支援法の利用者負担と同様の規定（P34.2 参照）で設定されま

す。 

 

利用者負担に関する配慮措置 

 

■多子軽減措置制度 

  障害児通所支援を利用している児童と同一世帯に属する２人以上の乳幼児が幼稚園・保育園

などに通っている場合、障害児通所支援の利用者負担率が軽減されることがあります。 

 １．対象者 

  ① 世帯の市民税所得割合算額が７７，１０１円以上 

就学前の障害児通所支援利用児童のうち、兄または姉が保育所等に通園している第２

子以降の者。 

  ② 世帯の市民税所得割合算額が７７，１０１円未満 

就学前の児童通所支援利用児童と生計を一にする兄姉がいる者。 

 

 ２．対象となる障害児通所支援 

・児童発達支援 

・医療型児童発達支援 

・居宅訪問型児童発達支援 

・保育所等訪問支援 

38



６．暮らしの支援（児童福祉法によるサービス） 

 

 ３．軽減後の利用者負担額 

  ① 世帯の市民税所得割合算額が７７，１０１円以上 

 多子軽減措置の要件 児童通所支援の利用者負担額 

第１子 障害児通所支援を利用している場合 軽減措置なし 

第２子 

第１子が幼稚園等に通っている、又は障害児通

所支援を利用している場合に、第２子が障害児

通所支援を利用する場合 

利用者負担額は総費用額の 100

分の 5 に軽減 

第３子以降 

第１子及び第２子が幼稚園等に通っている、又は

障害児通所支援を利用している場合に、第３子

が障害児通所支援を利用する場合 

利用者負担額は０円に軽減 

 

  ②世帯の市民税所得割合算額が７７，１０１円未満 

 多子軽減措置の要件 児童通所支援の利用者負担額 

第１子 障害児通所支援を利用している場合 軽減措置なし 

第２子 
第 1 子と生計を一にしている第 2 子が、障害児

通所支援を利用している場合 

利用者負担額は総費用額の 100

分の 5 に軽減 

第３子以降 
第 1 子、第 2 子と生計を一にしている第 3 子が、

障害児通所支援を利用している場合 
利用者負担額は 0 円に軽減 

 

 ④ 受 給 者 証                                            

受給者証には、サービスを利用するための大切な情報が記載されていますので、記載内容を必

ず確認してください。 

〈注意〉 

○次の場合は、障害福祉課又は支所市民福祉課に届出をしてください。 

・氏名が変わったとき    ・市内で転居したとき 

・保護者が変わったとき 

○次の場合は、受給者証の資格がなくなりますので、障害福祉課又は支所市民福祉課に返還し

てください。 

・サービスを利用する必要がなくなったとき 

・市外に転出するとき 
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６．暮らしの支援（児童福祉法によるサービス） 

 
 

（３）児童発達支援等自己負担金の補助                 

○本庄市多子世帯児童発達支援等利用負担額補助金 

 多子世帯における経済的な負担を軽減するため、児童発達支援等を利用する第3子以降の障害

児の利用者負担額を補助します。 

 

【申請の方法】 

 申請書に、利用者負担額の支払いを証明する書類を添付して申請してください。 

 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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６．暮らしの支援（移動支援・一時預かり等のサービス） 

 
 

（４）移動支援、一時預かり等のサービス                 

 ①障害者（児）移動支援事業（地域生活支援事業）                  

屋外での移動が困難な障害者等に対して、外出のための支援を行うことにより自立生活及び社会

参加への支援を行います。 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳を持っている方で、屋外で活動するのに著しい困難を伴う視覚障害児者、全

身性障害児者等 

（２）療育手帳を持っている方 

（３）知的障害者更生相談所又は児童相談所において知的障害と判定された方 

（４）医師により発達に障害があると診断された方 

（５）精神障害者保健福祉手帳を持っている方又はこれに準ずる方 

（６）難病患者等 

【申請に必要なもの】 

身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳等 

【利用者負担】 

 費用額の原則一割。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

【移動支援登録事業所（児玉郡市内）】 

№ 事業所名 所在地 電話 ＦＡＸ 

1 在宅介護本庄 
本 庄 市 早 稲 田 の 杜

4-16-12 

0495-25-7

374 

0495-23-3

511 

2 けあビジョン本庄 
本庄市駅南 2-10-4 

山岡ビル 101 

0495-27-2

800 

0495-27-2

801 

3 児玉訪問介護ステーション 
本 庄 市 児 玉 町 金 屋

1302-1 

0495-72-5

515 

0495-72-5

777 

4 生協ヘルパーステーションこだま 
児玉郡上里町七本木 

3556-4-102 

0495-35-3

271 

0495-35-3

275 

5 ヘルパーステーション「けいあい」 
児玉郡美里町小茂田

749 

0495-75-2

080 

0495-75-2

082 
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６．暮らしの支援（移動支援・一時預かり等のサービス） 

№ 事業所名 所在地 電話 ＦＡＸ 

6 ほーぷ 
本庄市小島南 3-1-16

プレジール本庄 1F 

0495-25-7

222 

0495-25-7

555 

 

 ②障害者（児）日中一時支援事業（地域生活支援事業）            

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び日常介護している

家族の一時的な負担軽減を図ること目的に行います。 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳を持っている方 

（２）療育手帳を持っている方 

（３）知的障害者更生相談所又は児童相談所において知的障害と判定された方 

（４）医師により発達に障害があると診断された方 

（５）精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

（６）難病患者等 

【申請に必要なもの】 

 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳 等 

【利用者負担】 

 費用額の原則一割 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

【日中一時支援登録事業所（児玉郡市内）】 

№ 事業所名 所在地 電話 ＦＡＸ 

1 
ひまわり自立支援センター 本庄市今井1037-1 

0495-25-6

600 

0495-25-6

601 

2 
グリーンヒル美里 

児 玉 郡 美 里 町 関

2085-1 

0495-75-1

200 

0495-76-4

411 

3 
みさと 

児玉 郡美 里町 小茂 田

747-1 

0495-76-0

055 

0495-76-3

733 

4 みさとの森 
児 玉 郡 美 里 町 白 石

1848 

0495-76-1

152 

0495-76-3

744 
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６．暮らしの支援（移動支援・一時預かり等のサービス） 

 
 

№ 事業所名 所在地 電話 ＦＡＸ 

5 デイケアセンターぬくもり 
児玉郡神川町大字元阿

保 848－1 

0495-74-1

111 

0495-74-1

000 

6 ほーぷ 
本庄市小島南 3－1－

16 プレジール本庄 1F 

0495-25-7

222 

0495-25-7

555 

 

③障害児（者）生活サポート事業                                

障害のある方と障害のある児童を対象に、外出援助、生活サポートセンターでの一時預かり、出張

介護等のサービスを提供して在宅生活を支援します。利用には、障害福祉課又は支所市民福祉課で

の利用登録が必要です。利用時間の上限は１年度につき１５０時間で、登録手続きした月により利用

時間の月割調整があります。 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳を持っている方 

（２）療育手帳を持っている方 

（３）知的障害者更生相談所又は児童相談所において知的障害と判定された方 

（４）医師により発達に障害があると診断された方 

（５）精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

（６）難病患者等 

【申請に必要なもの】 

 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳 等 

【利用者負担】 

利用には、１時間当り９５０円の自己負担金が必要です。ただし、児童が利用する場合は、保護者

の所得に応じて自己負担金の軽減制度があります。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３ 

【生活サポート登録事業所（本庄市内）】 

№ 事業所名 所在地 電話 ＦＡＸ 

1 ケアサポートミント 本庄市見福2-19-22 
0495-22-13

13 
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６．暮らしの支援（在宅支援） 

 
 

（５）在宅支援                                       

 ①身体障害者訪問入浴サービス事業（地域生活支援事業）      

重度の身体障害のある方が、自宅又はデイサービスセンターでの入浴が困難な場合、自宅に訪問

入浴サービス事業者を派遣して、入浴サービスを提供します。 

※ 事前の相談と申請が必要です。 

【対象者】 

この身体障害者訪問入浴サービス事業を利用しなければ入浴が困難な在宅の重度身体障害者。 

ただし、介護保険制度による訪問入浴介護等を利用できる方は、原則として対象となりません。詳し

くは窓口へお問い合わせください。 

【申請に必要なもの】 

（１）申請書（障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にあります。） 

（２）身体障害者手帳 

（３）身体障害者訪問入浴サービス診断書（用紙は障害福祉課、支所市民福祉課の窓口にありま

す。） 

（４）課税証明書（一部転入者） 

【有効期間】 

  １年以内（利用を決定した日から直近の７月３１日まで） 

※毎年７月に再認定及び利用者負担額の見直しを行います。 

【利用者負担】 

入浴介護等に要する費用の一部が自己負担となります。利用者及び扶養義務者の前年所得税

額等により、自己負担の金額が決定します。なお、災害や失業等で生活基盤に著しい被害を受け

たときは軽減される場合がありますのでご相談下さい。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

 

 ②車 い す 仕 様 車 の 貸 出                                   

車いすのまま乗降できる「車いす仕様車」を貸し出します。 

【対象者】 

 ・車いすを使用している方 

・歩行が著しく困難な方 

・その他、本庄市社会福祉協議会会長が必要と認めたとき 
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６．暮らしの支援（在宅支援） 

【運転者】 

  運転者は利用者が確保してください。 

【利用料】 

  無料。ただし、燃料費、有料道路通行料金、駐車料金等は利用者負担となります。 

  「赤い羽根号（電動リフト付き）」（車種：日産 セレナ） 

    燃料費…走行距離１～１０㎞ ２５０円（以後１０㎞ごとに２５０円追加） 

  「スマイル号（スローパー付き）」（車種：ダイハツ タント） 

    燃料費…走行距離１～１０㎞ ２００円（以後１０㎞ごとに２００円追加） 

◎詳しくは、下記窓口までお問い合わせください。 

【窓 口】 

本庄市社会福祉協議会 電話 24-2755  FAX 21-5516 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内 

 

 ③生活福祉資金等の貸付（埼玉県福祉資金）                    

  障害のある方の生活や社会参加を支援するため、次のような貸付制度が有ります。 

【対象者】 

 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方が属する世帯 

【福祉資金（福祉費）の種類】 

（１）生業を営むのに必要な資金 

（２）技能習得に必要な経費及びその期間中の生計を維持するために必要な経費 

（３）住宅の増改築、補修等および公営住宅の譲り受けに必要な経費 

（４）福祉用具等の購入に必要な経費 

（５）障害者用自動車の購入に必要な経費 

（６）障害者サービス等を受けるのに必要な経費及びその期間中の生計を維持するために必要な

経費 

（７）冠婚葬祭、住居移転、その他日常生活上一時的に必要な経費など 

【窓 口】 

  本庄市社会福祉協議会 電話 24-2755  FAX 21-5516 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内 
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６．暮らしの支援（意思疎通支援） 

 
 

（６）意思疎通支援                                   

聴覚障害又は音声・言語機能障害のある方の日常生活及び社会生活におけるコミュニケーション

手段を確保し、情報保障や社会参加を促進するために行います。 

① 手 話 通 訳 者 の派 遣 （ 地 域 生 活 支 援 事 業 ）              

聴覚障害又は音声・言語機能障害のある方のコミュニケーション手段を確保して、様々な日常生活

を支援し、社会参加を促進するため手話通訳者を派遣します。この事業は本庄市、美里町、神川町及

び上里町が共同で本庄市社会福祉協議会に委託し実施しています。 

手話通訳者の派遣は原則として無料ですが、派遣の内容により交通費等の実費負担が必要な場

合があります。 

 

【対象者】 

聴覚障害又は音声・言語機能障害のある方 

【窓 口】 

本庄市社会福祉協議会(手話通訳者派遣担当) FAX 22-7309  TEL 22-7275 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 

  市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内 

☆派遣依頼は直接ご連絡をお願いします。 

 

 ②要約筆記者の派遣（地域生活支援事業）                

 聴覚障害又は音声・言語機能障害のある方で手話のわからない方を対象に、要約筆記を行う通訳

者（要約筆記者）を派遣します。この事業は、本市が社会福祉法人埼玉聴覚障害者福祉会に委託し

実施しています。 

要約筆記者の派遣は、原則として無料です。 

 

【申込先】 

埼玉聴覚障害者情報センター  

 FAX 048-814-3354 TEL 048-814-3353 

《所在地》〒330-0074 さいたま市浦和区北浦和 5-6-5 

（埼玉県浦和地方庁舎別館２階） 
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６．暮らしの支援（意思疎通支援） 

② 手話奉仕員養成講座の開催（地域生活支援事業）            

聴覚障害のある方の生活や関連する福祉制度についての理解を深めるとともに、日常会話を行う

に必要な手話語彙及び手話表現技術を習得するために、手話奉仕員養成講座（入門課程・基礎課

程）を開催します。 

この事業は本庄市、美里町、神川町及び上里町が共同で本庄市社会福祉協議会に委託して実施

しています。 

開催時には、本市の広報ほんじょう又はおしらせ版で広報をします。 

 

【対象者】 

 市内在住・在勤（学）の方 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

  本庄市社会福祉協議会     電話 ２２－７２７５ ＦＡＸ ２２－７３０９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47



６．暮らしの支援（社会参加支援） 

 
 

（７）社会参加支援                                   

 ①福祉タクシー利用券の交付（地域生活支援事業）              

在宅の重度心身障害者を対象に、タクシー利用料金（基本料金）の助成として福祉タクシー券を交

付しています。埼玉県又は本市と協定を結んだ事業所で利用できます。 

【対象者】 

本市に住所を有する在宅の方で、次のいずれかに該当する方が対象となります。 

（１）１級又は２級の身体障害者手帳を持っている方 

（２）○A又はＡの療育手帳を持っている方 

※ 上記（１）又は（２）の方のうち、「本庄市在宅重度心身障害者自動車等燃料費助成要綱」

に規定する燃料費の助成を受けていない方（選択制）。 

【利用券】 

一年度最大２８枚を交付。以後、申請月が遅れるごとに交付枚数が減ります。 

※ 有効期間は一年度（４月～３月）限りです。 

【申請手続に必要なもの】 

（１）身体障害者手帳又は療育手帳 

（２）（代理人が来る場合は、）代理人の身分証明書 

【留意事項】 

（１）福祉タクシー利用券は、１回の乗車につき１枚（乗車料金が初乗り運賃相当額の２倍以上の

場合は２枚まで）利用できます。 

（２）利用しようとするときは、運転者に対して身体障害者手帳又は療育手帳を提示してください。 

（３）福祉タクシー利用券の再交付はできませんので、紛失をしないように大切に保管し使用してく

ださい。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 ②自動車等燃料費の助成（地域生活支援事業）                 

在宅の重度心身障害者が移動に要する自動車又はバイクの運行に伴う燃料費用（ガソリン代又は

軽油代）の一部を助成します。 

【対象者】 

本市に住所を有する在宅の方で、道路交通法の規定に基づく運転免許及び自動車又はバイク

の所有者で、自ら当該自動車又はバイクを運転する方で、かつ、次のいずれかに該当する方が対

象となります  
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

① １級又は２級の身体障害者手帳を持っている方 

② 上記①のうち視覚障害者と同居し、生計を一にする親族で、主に移動支援を 

行っている方 

③ ○A 又はＡの療育手帳を持っている方 

④ 上記③の方と同居し、生計を一にする親族で、主に移動支援を行っている方 

⑤ １級又は２級の精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

※ 上記①～⑤の方のうち、「本庄市重度心身障害者福祉タクシー利用料金助成事業実施要

綱」に規定する利用券の助成を受けていない方（選択制）。 

【助成内容】 

使用した燃料１リットルにつき５０円。ただし、１か月あたり自動車 20 リットル、バイク５リットルが

限度となります。 

なお、自動車とバイクの重複助成はしません。 

【申請手続に必要なもの】 

 （１）身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳 

（２）自動車検査証（バイク１２５CC以下は市が発行する「標識交付証明書」） 

（３）運転免許証（対象者②、④の方以外は障害者ご本人のもの） 

（４）本人名義の預金通帳 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課     電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 ③身体障害者自動車改造費の補助（地域生活支援事業）          

身体障害者の方が就労等に伴い自動車を取得し、これを自ら運転することができるよう改造する

場合に、その費用の一部を補助します。 

なお、補助を受けようとするときは、改造する前に申請が必要となります。 

【対象者】 

本市に住所を有する方で、次のいずれにも該当する方が対象となります。 

（１）身体障害者手帳の交付を受けている方 

（２）就労等に伴い自らが所有し、運転する自動車の一部を改造する必要がある方 

（３）自動車の一部を改造することにより収入が向上し、又は就労の機会が拡大する等、その更生

が見込まれる方 

（４）一定の所得金額以下の方 

【助成内容】 

① 対象となる経費 

自動車の操行装置や駆動装置等の一部を改造するのに要する経費 
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

 
 

② 補助額 

  対象経費の額。ただし、１０万円を限度。 

【申請手続に必要なもの】 

（１）身体障害者手帳 

（２）自動車改造実施計画書（窓口に指定様式があります。） 

（３）改造経費の見積書 

（４）本人名義の預金通帳 

 ※ その他改造内容によって必要なものが生じる場合があります。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

④身体障害者自動車運転免許取得費の補助（地域生活支援事業） 

道路交通法に規定する第１種普通自動車運転免許を取得しようとする身体障害者の方に、取得費

用の一部を補助します。 

【対象者】 

本市に住所を有する方で、次のいずれにも該当する方が対象となります。 

（１）身体障害者手帳を持っている方 

（２）免許の取得により収入が向上し、又は就業もしくは就職に著しく有利となるなど、更生が見込

まれる方 

（３）道路交通法に規定する免許の受験資格を有する方 

【助成内容】 

（１）対象となる経費 

  都道府県公安委員会が指定する指定自動車教習所における免許取得経費 

・入学金 ・講習料 ・教習コース使用料 ・技能検定料 ・学科試験受験料 

（２）補助額 

    対象経費の３分の２を補助します。ただし、１２万円を限度。 

【申請手続に必要なもの】 

（１）身体障害者手帳 

（２）指定自動車教習所における免許取得経費がわかるもの 

（３）本人名義の預金通帳 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

 ⑤身体障害者自動車運転免許の無料教習                     

身体障害者の方が自動車運転免許を取得する場合、厚生労働省から委託された「身体障害者運

転能力開発訓練センター」で、所定の教習料金が無料で運転教習を受けられる制度です。（検定料

などは自己負担となります。） 

【対象者】 

就職をするために自動車運転免許を取得したい１８歳以上の身体障害者手帳所持者で、次の

①・②・③のすべてに該当する方。 

① 公共職業安定所に求職登録してある方 

② 運転免許試験場（県運転免許センター）の適性検査に合格した方 

③ 身体障害者運転能力開発訓練センターが入所を認めた方 

【期 間】 

３か月間（入所日は４月、７月、１０月、１月の各月初め、申し込み締め切りは前月１５日まで）。宿

泊施設もあります。 

【定 員】 

毎期１５人（年間６０人） 

【窓 口】  

身体障害者運転能力開発訓練センター（通称「東園」（あずまえん）月曜定休） 

   電話 048－481－2711  FAX O48－481－6578 

  ≪所在地≫ 〒352-0023 埼玉県新座市堀ノ内２－１－４６ 

 ⑥運転適性相談                                            

心身の障害のある方で、これから運転免許を取得したい方、あるいは運転免許を取得した後に心身

に障害が生じた方の適性相談を行っています。 

 

【窓 口】  

  埼玉県警察本部運転免許センター １階 運転免許試験課適性相談室 

電 話 ①＃８０８０ 

②０４８－５４３－２００１  

ＦＡＸ ０４８－５４３－７７２７（聴覚障害者専用） 

≪所在地≫ 〒365-0028 埼玉県鴻巣市鴻巣４０５-４ 

【受付日時】 

（１）月曜日～金曜日の平日 午前９時～午後３時 

（２）毎月第３日曜日（あらかじめ予約が必要です。） 
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

 
 

 ⑦身体障害者補助犬の給付                                   

身体障害者補助犬を適切に利用することによって社会復帰、自立、行動範囲の拡大をすることがで

きる方に盲導犬を給付します。 

ただし、給付にあたり盲導犬訓練施設で４週間の合宿訓練が必要となります。 

【対象者】 

（１）１級の視覚障害者（盲導犬） 

（２）１から２級の肢体不自由者（介助犬） 

（３）２級の聴覚障害者（聴導犬） 

【窓 口】 

・本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

・児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

・埼玉県障害者福祉推進課      電話  ０４８－８３０－３３０９ 

                                ＦＡＸ  ０４８－８３０－４７８９ 

 ⑧点字・声の広報等発行・配付（地域生活支援事業）              

重度の視覚障害のある方に、本市の広報紙「広報ほんじょう」の内容を朗読したＣＤを 

配送します。 

ご利用を希望される方は、事前に下記のいずれかの窓口に申請が必要となります。 

【対象者】 

重度の視覚障害のある方 

【窓 口】 

・本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

・児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 ⑨ 点 字 図 書 等 の 閲 覧 貸 出                               

 各県立図書館では視覚障害者の方に、点字図書、録音図書（テープ又はＣＤ）の閲覧貸出等を行っ

ています。 

ご利用には、登録が必要です。（電話又は手紙・メール可） 

 詳細は下記にお問い合わせ下さい。 

 

【窓 口】埼玉県立熊谷点字図書館 電話 048-525-0777 FAX 048-527-4023 

  ≪所在地≫ 〒360-0031 熊谷市末広 3-9-1 埼玉県熊谷地方庁舎 3 階 
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

 ⑩ 点 字 に よ る 投 票                                    

投票所で点字による投票をすることができます。 

点字投票用の投票用紙と点字器をご用意しますので、投票所の係員に申し出てください。 

【対象者】  

視覚障害者で、点字での投票を希望される方 

【窓 口】  

本庄市選挙管理委員会事務局 電話２５－１１８７ FAX ２２－０６０８ 

 ⑪ 郵 便 等 に よ る 不 在 者 投 票                           

「郵便等による不在者投票」とは、身体に重度の障害があり投票にいけない方が、郵便又は信書

便で投票できる制度です。事前に申請をし、「郵便等投票証明書」の交付を受ける必要があります。 

【対象者】  

 身体障害者手帳、戦傷病者手帳、介護保険の被保険者証が交付されていて、次のいずれか

に該当する方が対象となります。 

■身体障害者手帳 

両下肢・体幹・移動機能の障害 １級か２級 

心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸機能の障害 １級か３級 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫、肝臓機能の障害 １級から３級 

※ 上記対象者のうち、身体障害者手帳に上肢もしくは視覚の障害の程度が１級であ 

ると記載されている方は、「代理記載による投票」ができますので、郵便投票証明書の交付申請に

加えて、事前に手続きを行ってください。 

■戦傷病者手帳 

両下肢・体幹 特別項症から第２項症 

心臓・じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸・肝臓機能の障害 特別項症から第３項症 

※ 上記対象者のうち、戦傷病者手帳に上肢もしくは視覚の障害の程度が特別項症か 

ら第２項症であると記載されている方は、「代理記載による投票」ができますので、郵便投票証明

書の交付申請に加えて、事前に手続きを行ってください。 

■介護保険の被保険者証 

要介護状態区分 要介護５ 

 

【窓 口】 

本庄市選挙管理委員会事務局 電話２５－１１８７ FAX ２２－０６０８ 
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

 
 

 ⑫障害者レクリエーション活動（地域生活支援事業）              

スポーツ・レクリエーション活動を通じて、障害者の体力増強、交流、余暇活動の支援を行うため及

び障害者スポーツを普及するため、各種スポーツ・レクリエーション教室を開催しています。 

 

◆障害者生活支援センターさわやか 

  本庄市、美里町、神川町及び上里町に在住する身体障害者を対象として、社会福祉法人等に委託

をし、スポーツ教室等を開催しています。 

【窓 口】 

障害者生活支援センターさわやか 電話 25-5620 FAX 25-5640 

 ≪所在地≫〒367-0038 本庄市いまい台2-43（本庄市障害福祉センター内） 

   

 

 ⑬障害者地域活動支援センター（地域生活支援事業）             

 創作的活動や生産活動、社会との交流促進など障害者の地域活動の支援を行います。利用を希望

される方は、障害福祉課又は支所市民福祉課へご相談ください。 

 

【施設名称】 

 

 ◆地域活動支援センターポノポノ 電話 23-2195  FAX 23-2195  

《所在地》 〒367-0045 本庄市柏１－６－１ 

・対 象 者：本庄市、美里町、神川町又は上里町に在住する精神障害者 

・開所日時：月～金曜日 午前９時～午後５時 

・定  員：２０名 

            

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はにぽん 

プラザ 

アピタ 

 

 

JR 高崎線 

本庄高校 

ポノポノ 

本庄保健所 

↑至国道 17 号 

本庄駅 

ガソリンスタンド 
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６．暮らしの支援（社会参加支援） 

◆障害者地域活動支援センターデイケアひまわり 

 電話 21-6568  FAX 21-8013 

《所在地》〒367-0038 本庄市いまい台 2-43（本庄市障害福祉センター内） 

・対 象 者：本庄市に在住する身体障害者、知的障害者 

・開所日時：月～金曜日 午前８時３０分～午後３時３０分まで 

      第３土曜日 午前８時３０分～午後３時３０分まで 

・定  員：１９名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本庄児玉ＩＣ 

国
道
462
号 

エムテック 

本庄市 
障害福祉センター 

関越自動車道 
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６．暮らしの支援（住まい） 

 
 

（８）住まい                                        

 ① 住 宅 改 修 費 の 支 給                                 

日常生活を営むのに著しく支障がある在宅の重度身体障害者が、段差解消など住環境の改善

を行う場合、居宅生活動作補助用具の購入費及び改修工事費の 20 万円を上限に補助します。た

だし、所得に応じて一部自己負担金があります。 

※ 事前の相談と申請が必要です。 

【対象者】 

下肢、体幹又は乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害（移動機能障害に

限る）を有する学齢児以上の身体障害児、及び身体障害者であって障害程度等級３級以上の

方（ただし特殊便器への取替えについては上肢障害２級以上の方。）及び下肢又は体幹機能に

障害のある難病患者。 

◆ 本制度は、介護保険制度による給付を受けられる場合は、原則として対象外になります。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 ②重 度 障 害 者 居 宅 改 善 整 備 費 の補 助                    

在宅の重度障害者のために居室、便所、浴室等居宅の一部を改造する場合、生活保護世帯の

方は３６万円・その他の世帯の方は２４万円を上限に補助します。 

 ※ 事前の相談と申請が必要です。 

【対象者】 

障害の部位が下肢又は体幹で、手帳に記載された障害の程度が 1 級又は２級である方 

※ 本制度の利用の場合、住宅改修費の支給の適用が優先となります。また、住宅改修費の

支給との重複部分は補助対象外です。 

◆ 本制度は、介護保険制度による給付を受けられる場合は、原則として対象外になります。 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 
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６．暮らしの支援（住まい） 

 ③ 県 営 住 宅 の 特 例 申 込 み ・ 家 賃 減 額                    

県営住宅の申込みにおいて、障害者世帯として当選確率が高くなる抽選申込みが受けられるな

ど優遇制度があります。また低所得世帯については家賃減額制度もあります。 

【対象者】 

（１）１級～４級の身体障害者手帳を持っている方の世帯 

（２）○A、Ａ又はＢの療育手帳を持っている方の世帯 

（３）１級～２級の精神障害者保健福祉手帳を持っている方又は障害等級が１級１０号の障害年

金給付を受けている方の世帯 

（４）戦傷病者手帳を持っている方で、恩給法に規定された特別項症から第６項症又は第１款症

に該当する方の世帯 

（５）「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」の対象となる３５９

の疾病により障害福祉サービス受給者証や地域相談支援受給者証等の交付を受けている

方 

【窓 口】 

 埼玉県住宅供給公社 県営住宅課 電話 048-829-2875 

《所在地》 〒330-8516 さいたま市浦和区仲町3-12-10 

 ④ 市 営 住 宅 の 優 遇 制 度                            

市営住宅の入居を希望するときに、次の方の世帯には、当選確率が高くなるなどの優遇制度が

あります。 

【対象者】 

（１）１級～４級の身体障害者手帳を持っている方の世帯 

（２）○A、Ａ又はＢの療育手帳を持っている方の世帯 

（３）１級～２級の精神障害者保健福祉手帳を持っている方の世帯 

（４）戦傷病者手帳を持っている方で、恩給法に規定された特別項症から第６項症又は第１款症

に該当する方の世帯 

【窓口】 

  本    庁：営繕住宅課   電話 ２５－１１４１ FAX ２４－０２４２ 

  児玉総合支所：支所環境産業課 電話 ７２－１３３４ FAX ７２－４２１６ 
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６．暮らしの支援（住まい） 

 
 

 ⑤単身者の市営住宅、県営住宅の入居申込み               

次の方は、単身者でも市営住宅、県営住宅の入居申込みができます。 

 

【対象者】 

（１）１級～４級の身体障害者手帳を持っている方 

（２）○A、Ａ、Ｂ又はＣの療育手帳を持っている方 

（３）１級～３級の精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

（４）戦傷病者手帳を持っている方で、恩給法に規定された特別項症から第６項症又は第１款症

に該当する方 

※ 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を持っている方は、障害者自立支援法に伴う制

度改正で単身申込みが可能になったものですが、常時の介護を必要としない状態であるこ

と、相談対応や緊急時の医療機関への連絡などについて、支援が可能であることなどが申

込みの条件になります。 

【窓 口】 

 ■市営住宅 

本    庁：営繕住宅課   電話 ２５－１１４１ FAX ２４－０２４２ 

  児玉総合支所：支所環境産業課 電話 ７２－１３３４ FAX ７２－４２１６ 

 ■県営住宅 

  埼玉県住宅供給公社 県営住宅課  電話 048-829-2875 

    《所在地》 〒330-8516 さいたま市浦和区仲町 3-12-10 

 

※本庄市内の県営住宅の問い合わせは、 

埼玉県住宅供給公社 熊谷支所 電話 048-524-7963 

《所在地》〒360-0826 熊谷市赤城町 1-147-2 
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６．暮らしの支援（障害のある方の権利擁護） 

（９）障害のある方の権利擁護                          

 ①あんしんサポートネット（福祉サービスの利用援助）            

生活支援員が利用者宅を訪問し、見守り、福祉サービスの利用手続き、各種利用金の支払い、

年金等の受領、生活費の届けなどの援助を行ないます。ただし、生活支援員の訪問は有料です。

（生活保護世帯の方は無料です。） 
【対象者】 

知的障害又は精神障害のある方で日常生活や福祉サービスの利用等に援助を必要としている

人（居宅で生活している人に限らず、施設や病院などを利用している人も対象となります。） 

【窓 口】 

本庄市社会福祉協議会 電話 24-2755  FAX 21-5516 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内 

 ② 成 年 後 見 制 度                                    

判断能力が十分でない障害のある方等の財産管理や生活の質の向上等のため、家庭裁判所に

選任された後見人等が、本人に代わって手続き等を行う制度です。 

【対象者】 

知的障害又は精神障害、認知症等により判断能力が十分でない方 

区  分 本人の判断能力 代 理 人 等 

後  見 全くない 成年後見人 
「監督人」が選任されることがあ

ります。 
保  佐 著しく不十分 保 佐 人 

補  助 不十分 補 助 人 

任意後見 

本人の判断能力が不十分になったときに、本人があらかじめ結んでおいた

任意後見契約にしたがって、任意後見人が本人に代わって手続き等を行う制

度です。裁判所が任意後見監督人を選任したときから、その契約の効力が生

じます。 

【相 談 窓 口】 

本庄市成年後見サポートセンターでは、成年後見制度に関する相談を受け付けています。 

一般相談 センター職員が電話や来所による相談にお応えします。法律等の専門知識が 必要な場

合は専門相談におつなぎします。 

     月～金（休日、年末年始を除く）午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

専門相談 弁護士・司法書士・相談員が直接相談にお応えします。 

     事前の予約が必要です。１回の相談は概ね３０分～１時間程度です。 

     毎月第２・４火曜日（休日を除く）午後 1 時～4 時 

       予約は前月初日（土・日・休日を除く）より先着順で当日午後 2 時まで受付。 
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６．暮らしの支援（障害のある方の権利擁護） 

 
 

本庄市成年後見サポートセンター 

（本庄市社会福祉協議会 電話 24-2755  FAX 21-5516 

《所在地》 〒367-0052 本庄市銀座1-1-1 

市民活動交流センター（はにぽんプラザ）内  

本庄市社会福祉協議会 

  ◎成年後見制度の利用にあたっての、家庭裁判所への申立てに必要な書類や申立て費用などに

ついては、以下の窓口にご相談ください。 

・本庁：障害福祉課 電話２５－１１２５ ＦＡＸ２３－１９６３ 

生活支援課 電話２５－１１９７ ＦＡＸ７１－４５０８ 

・さいたま家庭裁判所熊谷支部 電話 048-500-3113 

《所在地》 〒360-0041 熊谷市宮町 1-68  

※ さいたま家庭裁判所では、申立てに必要な書類や費用などについて説明する家事相談を行

なっています。 

 ③ 権 利 擁 護 セ ン タ ー                                    

権利擁護センターは、高齢者の方、障害のある方、福祉サービスを利用している方のあんしん生活

を支援します。 

※ 認知症高齢者や障害のある方が、判断能力が不十分なために権利が侵害されないよう、ご本人

やそのご家族などからの生活上の悩みや困りごとに対して、専任の生活相談員（社会福祉士など）

や弁護士、司法書士が専門的な立場から問題を整理し、解決に向けて支援（助言、関係機関との

調整など）します。 

相談内容 曜日 時間 相談員 

生活相談 

家庭や職場、施設におけ

る日常生活全般に関す

ること 

月～金曜日 ９時～１６時 
生活相談員が担当 

（社会福祉士など） 

法律相談 

相続、遺言、契約、婚姻、

財産管理、消費契約問

題などの法律に関するこ

と 

毎週水・金曜日 

13 時～ 

 14 時 30 分 

 

＊予約が必要です 

弁護士または司法書士

が担当 

＊まずは生活相談でお

受けします。 

＊第４水曜日は、成年後

見相談になります。 

※ ただし、祝日・年末年始は除く。 
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６．暮らしの支援（障害のある方の権利擁護） 

【窓 口】 

  権利擁護センター（相談専用番号）048-822-1204 ／ 048-822-1240 

           FAX 048-822-1406 

《所在地》〒330-8529 さいたま市浦和区針ヶ谷４ー２ー６５ 

               （彩の国すこやかプラザ内） 

 ④ 虐 待 防 止 セ ン タ ー                                   

 本庄市障害福祉課では、障害者虐待防止センターとしての機能を果たしています。養護者による虐

待、障害者福祉施設従事者等による虐待、使用者による虐待の通報・届出の受理等の業務を行って

います。 

【窓 口】 

本庁：障害福祉課 電話２５－１１２５ ＦＡＸ２３－１９６３ 

  ⑤虐待通報ダイヤル                                       

 埼玉県では児童・高齢者・障害のある方の虐待の通報や相談等を行いやすいよう、虐待通報ダイヤ

ル＃7171 を開設しています。＃7171 では２４時間 365 日対応して、相談を受け付けています。 

 

【窓 口】 

  埼玉県福祉政策課 電話 048-830-3391  FAX 048-830-4801 

《所在地》〒330-9301 さいたま市浦和区高砂 3-15-1 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

（１０）防災・緊急時                                     

 ①ファックス１１９番通報システム                            

このシステムは、言語による１１９番通報が困難な聴覚及び言語障害者等が緊急通報を行う補

助手段として、ファックスを利用して消防指令センターに１１９番通報（火災や救急などの緊急通

報）を行い、消防車や救急車の要請ができるものです。また、あわせて手話通訳者の派遣依頼もで

きます。 

【ファックス１１９番】  

119 
【利用対象者】 

本庄市、美里町、神川町及び上里町に在住、在勤又は通学している聴覚又は言語・音声等に

機能障害のある方 

【利用範囲】 

児玉郡市広域消防本部管内（本庄市、美里町、神川町、上里町） 

【利用手続等】 

（１）申請について 

あらかじめ「消防本部の緊急対応のための登録同意書」（※）を本庄市社会福祉協議会

へＦＡＸ（２２－７３０９）で送信し登録をします。 

（２）利用開始について 

緊急時には「消防ＦＡＸ通報」用紙にて児玉郡市広域消防本部へＦＡＸ通報をしてください。

なお、近くの方に助けを求めることができるときは、通報を依頼してください。 

 

（※）「消防本部の緊急対応のための登録同意書」 

この同意書は、あらかじめ登録をしておくことにより、緊急通報時に迅速・正確に対応する

ことを目的としたものですが、本人の同意の有無により、必ず提出しなければいけないもの

ではありません。この同意書の提出がなくてもＦＡＸ緊急通報はできます。 

 

※ 救急車が出動しなくても医療が受けられる場合などには、「緊急手話通訳者依頼」用紙

により、手話通訳者の派遣依頼のみを行うことができます。 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

 

 

【利用上の注意事項】 

（１）ファックス１１９番通報受信後に、「消防車（救急車）が向かいました。」などの返信ファックスを

送信します。 

（２）ファックス１１９番通報は、児玉郡市広域消防本部管内からの要請に限り利用することができ

ます。なお、児玉郡市広域消防本部の業務区域外において消防機関に緊急通報する場合は、近

くの方に助けを求めるなど別の手段で、管轄する消防機関に通報してください。 

（３）ファックス１１９番通報を利用する場合の通信利用料は、利用者の負担となります。 

（４）「消防ＦＡＸ通報」用紙をあらかじめ記入し、緊急時スムーズに通報が行えるよう準備を整えて

おくことをおすすめします。 

（５）ファックス１１９番通報は、緊急通報用専用ですので、問い合わせには使用しないでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【NET119 緊急通報システム】 

 聴覚や発話等に障害があり、音声での 119 番通報が困難な方が、携帯電話等

のインターネット機能を活用し、画面操作により 119 番通報を行うことができ

るサービスです。事前に利用者登録が必要です。詳細は、児玉郡市広域消防本

部のホームページをご覧ください。 

 

https://www.kodamakouiki.jp/syoubouindex/top/R2/net119touroku/NE

T119touroku.htm 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

消防ＦＡＸ通報 

FAX → １ １ ９ 
 

 

 

 

          火 事                             救 急 

 

自 宅               急 病 

隣の家              け が 
 

 

通訳派遣の要否： 要 ・ 否     

  あなたは？ 

氏 名 

消防車・救急車はどこへ向かえばいいですか？ 

住 所 
マンション・アパート名                号室 

いま使っているＦＡＸ番号は？ 

番 号 

児玉郡市広域消防本部 指令課 

本庄市西富田９０４－３ 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

 

 

消防本部の緊急対応のための登録同意書 

消防ＦＡＸ通報に迅速・正確に対応していただくために、下記の情報を消防

本部に登録することを同意します。 

    年   月   日 

同

居し

てい

る家

族 

氏名 生年月日 
性別 聴覚 

男 女 障 健 

      

      

      

      

      

      

 

住   所 
 

近くの目印  

ＦＡＸ番号  

ＴＥＬ番号  

連 絡 先  

かかりつけ 

の病院 

 

そ の 他  
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

（救急車・消防車は不要） 

緊急 手話通訳者依頼 
 

広域消防本部 指令課 御中 

FAX 番号 → １１９ 

 

名 前  

住 所  

ＦＡＸ  

 

日 時  

場 所 

 自宅 

 病院（           ） 

 その他（          ） 

内 容 

けが ・ 病気 ・ 事故 など 

66



６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

 

 

 ②メール・ファックス１１０番                                  

  埼玉県警察では、聴覚に障害のある方、又は言葉が話せない方が事件や事故にあったとき

に、警察への緊急通報に利用する「ファックス１１０番」と併せて、携帯電話やパソコンの電子メ

ール機能を利用した「メール１１０番」を開設しています。 

 【ファックス１１０番】０１２０－２６４－１１０ 

  詳しい利用方法は、埼玉県警ホームページをご確認ください。 

 ③防災行政無線メール・ファックス送信サービス                   

本市の防災行政無線の内容を、無料でファックス又はメール（携帯電話・パソコン）にて送信する

サービスです。 

【対象者】 

音声でコミュニケーションをとることが困難な重度の聴覚障害をお持ちの方 

【申込手続】 

障害福祉課又は児玉総合支所市民福祉課へ申込みをしてください。 

【申込手続に必要なもの】 

（１）障害者手帳 

（２）受信するファックス番号又はメールアドレス 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 ＦＡＸ ７２－１６３０ 

【留意事項】 

（１）本市の防災行政無線で放送するすべての内容を送信します。そのため、市の行事の案内、

交通安全の呼びかけ、尋ね人捜索など災害以外の情報も送信されますので、あらかじめご了

解ください。ただし、交通安全、選挙投票の呼びかけなど災害に関係ない内容を繰り返し放

送する場合は、一回の送信で終了する場合が有ります。 

（２）送信に関する費用は無料です。ただし、FAX の用紙、携帯電話のメール受信料など、受信に

関する費用は自己負担です。 

（３）FAX をお持ちでない方は、日常生活用具で FAX の給付がありますので、障害福祉課又は

児玉総合支所市民福祉課とご相談ください。 

（４）このサービスの利用にあたり、本庄市防災担当及び児玉郡市広域消防本部本庄分署が申

込書に記載された個人情報を利用すること、及び本庄市障害者福祉担当から必要な情報の

提供を受けることにご承諾が必要となります。 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

防災行政無線ＦＡＸ等送信申込書兼個人情報利用及び提供同意書 

 
                               年  月  日 

（あて先）本 庄 市 長 

 

（申込者） 

住 所 本庄市 

氏 名               印 

FAX 又は電話番号 

 

防災行政無線 FAX 等送信サービスの利用を申し込みます。 

なお、当サービスの利用にあたり、本庄市防災担当及び児玉郡市広域消防本部本庄分署が当

申込書に記載された個人情報を利用すること及び本庄市障害者福祉担当から必要な情報の提供

を受けることに同意します。 

利

用

者 

住    所  本庄市 

氏    名  

生年月日・性別 M・T・S・H    年   月   日   男 ・ 女 

利

用

方

法

等 

希望する受信 方

法 

 ① ＦＡＸに受信 

 ② ＦＡＸとパソコン（Ｅメール）に受信 

 ③ ＦＡＸと携帯電話（Ｅメール）に受信 

受信するＦＡＸ番号

又はアドレスを記

入してください。 

ＦＡＸ番号 ０４９５－   －        

携帯電話の 

メールアドレス 

 

 

 

パソコンの 

メールアドレス 

 

※希望する受信方法は、①、②、③のいずれか一つに、○印を記入してください。 

※窓口のほか、郵送でも受付できます。（郵送の場合は本庄市障害福祉課宛） 

 

■受付窓口 本庄市障害福祉課援護係（〒367-8501 本庄市本庄３－５－３） 

          FAX ２３－１９６３ TEL ２５－１１２５ 

           児玉総合支所市民福祉課  

FAX ７２－１６３０ TEL ７１－５８８９ 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

 

 

 ④ヘルプカード（ヘルプマーク）                               

「障害がある」など支援を必要な方が、 

自分から「困っている」「助けて」を伝え 

られない時に、周囲の人へ「手助け」を 

求めるためのカードです。 

ホームページからのダウンロードや市 

の窓口で配布していますので、連絡先や 

配慮してほしいことなどを記入して携帯 

してください。 

 また、埼玉県が作成しているヘルプマークについても配布していますので、ご希望の方は窓口まで

お問い合わせください。 

【対象者】 

  支援が必要なときに、自分から支援が求められない心配がある人 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 ⑤本庄市避難行動要支援者避難支援制度                     

地震や風水害等の災害に備え、高齢者や障害者など、避難支援が必要な人の支援が円滑に行

われることを目的に、要支援者の情報を自治会や民生委員、広域消防本部等で共有し、災害が起

きた際、地域の方々が中心となって要支援者の避難支援を行う制度です。 

【対象者】 

災害時に自力で避難することが困難な市内の在宅生活者のうち、下記の区分に当てはまる方 

１．６５歳以上のひとり暮らし ２．７０歳以上の高齢者のみの世帯 

３．要介護度４以上 ４．身体障害者手帳１・２・３級 

５．療育手帳○Ａ ・Ａ・Ｂ ６．精神障害者保健福祉手帳１・２級 

７．その他  

【窓 口】 

地域福祉課 電話 ２５－１１４２  FAX ２３－１９６３  

《所在地》 〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3（本庄市役所内） 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

 ⑥福祉避難所                                            

 

【福祉避難所とは】 

福祉避難所とは、指定避難所では生活することが困難な高齢者、障害者、乳幼児その他の特に

配慮を要する者（以下、「要配慮者」という。）のために、特別な配慮がなされた避難所のことです。 

避難する要配慮者の状態や障害特性などに応じたケアが行われ、かつ、ポータブルトイレなどの

器物、紙おむつなどの消耗器材などが原則として配備されている他、バリアフリー化が図られている

など、一般の避難所よりも特別の配慮がなされています。 

福祉避難所は、全市民を対象とした指定避難所（小中学校など）とは別に、市においてその必要

性を判断し開設する避難所（二次避難所）です。 

 

【福祉避難所の対象となる方】 

福祉避難所の対象となる方は、指定避難所では生活することが困難な要配慮者として、福祉避

難所の対象とすべきと市において判断した方です。 

福祉避難所においては、市からの要請により速やかに開設（受入れ）体制を整えた後、市からの

要請を受けた方について受け入れることになります。 

 

【市内の福祉避難所】 

  市では、次の社会福祉法人及び特別支援学校と「災害時における福祉避難所の設置運営に関

する協定」を締結し、災害対策基本法に基づき福祉避難所を指定しています。 

施設名 場所 

社会福祉法人 安誠福祉会 

介護老人福祉施設安誠園 
本庄市小和瀬 1666 

社会福祉法人 柏樹会 

特別養護老人ホーム シャローム 
本庄市今井 1245-1 

社会福祉法人 宥和 

特別養護老人ホーム トマト村 
本庄市早稲田の杜 5-14-18 

社会福祉法人 児玉福祉会 

特別養護老人ホーム オルトビオス児玉ホーム 
本庄市児玉町児玉 734-1 

社会福祉法人 武蔵野福祉会 

特別養護老人ホーム 千鳥の丘 
本庄市児玉町宮内 1250-1 
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６．暮らしの支援（防災・緊急時） 

 

 

社会福祉法人 本庄ひまわり福祉会 

本庄ひまわり自立支援センター 
本庄市今井 1037-1 

社会福祉法人 はなわ福祉会 

はなわの杜 
本庄市児玉町金屋 1284-1 

埼玉県立本庄特別支援学校 本庄市栗崎 828 

社会福祉法人 明正会 

特別養護老人ホーム 四季咲きの杜 
本庄市北堀７７９－３ 

 

【窓 口】 

危機管理課 電話 ２５－１１８４  FAX ２２－０６０２  

《所在地》 〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3（本庄市役所内） 
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７．税金・公共料金の減免など（税金の控除、減免等） 

 

７．税金・公共料金の減免など 

（１）税金の控除、減免等                              

 ①所得税・住民税（障害者控除等）                          

所得税・住民税の計算上、次の表に該当する場合は、それぞれの金額を所得から差し引くことがで

きます。 

種類 対象・条件 

控除額 

所得税 
住民税 

(市県民税) 

障害者

控除 

本人又は同一生計配偶者又

は扶養親族が所得税法上の

障害者の場合 

※同一生計配偶者とは、納

税者と生計を一にする配偶

者で、合計所得金額が４８万

円以下である人をいいます。 

・一般(身体障害者手帳３級以

下・療育手帳Ｂ、C・精神手帳2

級以下・要介護２、３（65歳以

上）など) 

 

・特別障害者(身体障害者手帳

１、２級・療育手帳Ⓐ、Ａ・精神

手帳１級・要介護４、５（65 歳

以上）など) 

 

※なお、同一生計配偶者又は扶

養親族が同居特別障害者の場

合は右記の額が加算されます。 

２７万円 

 

 

 

 

４０万円 

 

 

 

 

障害者 

１人につき 

３５万円 

２６万円 

 

 

 

 

３０万円 

 

 

 

 

障害者 

１人につき 

２３万円 

小規模

企業共

済等掛

金控除 

心身障害者扶養共済制度

(心身障害者保険扶養制度)

の掛金 

年間に支払った掛金 

(加入者負担金) 

全額 全額 

医療費

控除 

在宅療養等の介護費用(傷

病により寝たきり等の状態に

あり、継続的な診療を受けて

いる障害者の場合) 

サービス事業者が利用者に対し

て発行する領収書（医療費控除

の対象となる金額が記載されて

いるもの）が必要です。 

医療費の総

額から計算 

医療費の総

額から計算 

その他：ストマ用装具、オムツ費用などが医療費控除の対象になる場合があります。 

詳しくは、税務署等にお問い合わせください。 

その他 前年分合計所得金額が１３５万円以下の障害者    －  非課税 

◎実際の税額等については、次の窓口へお問い合わせください。 
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７．税金・公共料金の減免など（税金の控除、減免等） 

【窓 口】 

○所得税 

    本庄税務署  電話 ２２－２１１１ 

《所在地》 〒367-8691 本庄市駅南2-25-16  

  ○住民税（市県民税） 

    本庄市役所課税課 電話 ２５－１１２３ 

《所在地》〒367-8501 本庄市本庄3-5-3（本庄市役所内）  

②自動車税（環境性能割・種別割）・軽自動車税（環境性能割）の減免               

埼玉県内に住民登録のある身体障害者等をお持ちで障害の程度が一定以上の方のために専ら

使用される自動車については、自動車税（環境性能割・種別割）、軽自動車税（環境性能割）の減免

制度があります。 

ただし、障害者一人につき１台（軽自動車も含む）で、減免額には上限があります。 

 自動車税（環境性能割・種別割）、軽自動車税（環境性能割）は、県税となります。 

 詳しくは「障害者に対する自動車税（環境性能割・種別割）・軽自動車税（環境性能割）の減免につ

いて」のリーフレットをご覧ください。 

◇申請に関する詳しいお問い合わせは、埼玉県自動車税事務所 熊谷支所へお願いいたします。 

  電話 ０４８－５３２－８０１１ 

１．減免対象となる自動車 

県内ナンバーで個人名義の自家用車です。（法人名、事業用及びリ一ス車を除く） 

障害者との関係 

運転者 

納税義務者 
障害者本人 

障害者と 

同一生計の家族等 

常時介護者 

（障害者のために常

時運転する方） 

障害者本人 ○ ○ △ 

障害者と同一生計の家族等 ○ ○ × 

○ 減免できます。   × 減免できません。△ 障害者の世帯に運転免許証をお持ちの方がいない場

合は、常時介護者が運転することにより減免できます。 

２．減免を受けられる障害区分及び等級 

手帳の種類と障害区分 等級（障害の程度） 

身
体

心臓、じん臓、呼吸器 １級、３級 

ぼうこう又は直腸、小腸 １級、３級 
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７．税金・公共料金の減免など（税金の控除、減免等） 

 

体幹 １級から３級まで及び５級 

聴覚 ２級、３級 

視覚 １級～３級、４級の１（4級のうち視力の良い方の

眼の視力が0.08～0.1） 

音声又は言語機能 3級（こう頭が摘出された場合に限る。） 

平衡機能 ３級 

上肢（じょうし）※主に手や腕 １級、２級 

下肢（かし）※主に足 １級から６級まで 

乳幼児期以前の非進行性の脳

病変による運動機能 

上肢 １級、２級 

移動 １級から６級まで 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能 １級から３級まで 

肝臓 １級から３級まで 

療育手帳 ○Ａ 又はＡ 

精神障害者保健福祉手帳 １級かつ障害者総合支援法に規定する精神通院医療を受

けている方 

戦傷病者手帳 

 

身体障害者手帳の減免の範囲に準じます。詳細について

は、自動車税事務所に直接お尋ねください。 

※ 障害名が「半身不随」など複数の障害がある場合は、障害の区分ごとの等級（上肢○級、下肢○

級）により判定します。 

※ 障害者が施設に入所している場合は、身体障害者手帳１～２級（戦傷病者手帳で準じる場合を含

む）の方、療育手帳Ⓐ又はＡの方、精神障害者保健福祉手帳１級で施設以外の病院で精神通院医

療を受けている方が対象となります。 

 ③軽自動車税（種別割）の減免 【市税】                          

通院・通学や生業等、身体障害者等のために使用される自動車については、定められた期間に申

請をすることで、軽自動車税種別割の減免が受けられます。 

ただし、障害者一人につき１台（普通自動車も含む）ですので、自動車税と軽自動車税を重複して

減免することはできません。 

１．減免を受けられる方 

納税義務者（所有者） 運転者 減免の可否 

障害者本人 
障害者本人 減免できます。 

障害者と同一生計の家族 ※ 減免できます。 
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障害者を常時介護する方 ※ 
障害者のみで構成される世帯

の場合、減免できます。 

障害者と同一生計の家族 ※         
障害者本人 減免できます。 

障害者と同一生計の家族 ※ 減免できます。 

 ※ 同一生計の家族が同世帯者でない場合（同一住所の家族であっても、同じ住民票に載らな

い場合を含む）、又は運転者が常時介護する方の場合は、「同一生計または常時介護の誓約

書」の提出が必要です。 

２．減免を受けられる障害区分及び等級 

  自動車税と同じ区分及び等級になります。 

３．申請期限 

・申請期間 納税通知書発行後（５月上旬）～５月３１日（納期限まで） 

・申請場所 課税課（市役所１階）、支所市民福祉課（児玉総合支所１階） 

４．手続きに必要な書類 

  ① 軽自動車税種別割納税通知書 

② ・身体障害者手帳 

・戦傷病者手帳 

・療育手帳                                            いずれか該当するもの 

・精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療 

    受給者証（精神通院医療に限る）※   

※該当の方は精神障害者保健福祉手帳と自立支援医療受給者証の両方が必要に

なります。 

③ 運転者の運転免許証（車両を実際に使用する方のもの） 

④ 納税義務者の個人番号の分かる書類（マイナンバーカード等） 

⑤ 軽自動車税種別割減免申請書※ 

⑥ 同一生計または常時介護の誓約書（該当する方）※ 

    ※申請書、誓約書については申請場所の課窓口、本庄市 HP に様式がございます。 

◇申請に関する詳しいお問い合わせは、課税課諸税係 ０４９５－２５－１１２２へお願いいたします。 

 ④各種税金に関するお問い合わせ窓口                         

◆国 税（所得税・相続税・贈与税・消費税等） 

  本庄税務署 

《所在地》 〒367-8691 本庄市駅南2-25-16 電話 ２２－２１１１ 

75



７．税金・公共料金の減免など（税金の控除、減免等） 

 

◆市 税 

① 住民税（市県民税）・法人市民税 

    本庄市役所課税課 市民税係 電話 ２５－１１２３ 

 ② 固定資産税 

本庄市役所課税課 資産税土地係・資産税家屋係 電話 ２５－１１２１ 

 ③ 軽自動車税（種別割） 

    本庄市役所課税課 諸税係  電話 ２５－１１２２ 

 ④ 市税の納付 

    本庄市役所収納課 収税係  電話 ２５－１１２０ 

 ⑤ 国民健康保険税 

    本庄市役所保険課 国保係  電話 ２５－１１１６ 

 

◆県 税 

（事業税・自動車税・不動産取得税等） 

埼玉県本庄県税事務所 電話 ２２－６１５３ 

《所在地》 〒367-0026 本庄市朝日町1-4-6（埼玉県本庄地方庁舎１Ｆ） 

  （自動車税（環境性能割・種別割）、軽自動車税（環境性能割）） 

埼玉県自動車税事務所熊谷支所 電話 ０４８－５３２－８０１１ 

  《所在地》 〒360-0844 熊谷市御稜威ヶ原 701-5 

 

◆障害者等のマル優（非課税貯蓄）制度 

各金融機関等の窓口 
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（２）交通機関の料金割引等                           

 ①有料道路の割引                                        

身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けている方は、障害の程度によって、有料道路の利用

料金が次のとおり割引されます。事前に登録が必要となります。 

【適用範囲】 

対 象 障害程度 条 件 割引率 取扱区間 

身体障害者 
第１種 本人・介護者運転 

50％以内 全国の有料道路 第２種 本人運転のみ 

知的障害者 Ⓐ・Ａ 介護者運転 

【自動車の範囲】 

１ 身体障害者が自ら運転する場合 

身体障害者が自ら運転する乗用自動車（個人名義の車に限る）で、当該身体障害者本

人、配偶者、直系血族及びその配偶者、兄弟姉妹及びその配偶者並びに同居の親族等が所

有するもの。（身体障害者１人につき１台） 

２ 重度の身体障害又は知的障害のある方以外の方が運転されて障害者ご本人が同乗される

場合  

当該身体又は知的障害者本人、配偶者、直系血族及びその配偶者、兄弟姉妹及びその配

偶者並びに同居の親族等、または、障害者本人を継続して日常的に介護している方が所有す

るもの。（身体又は知的障害者１人につき１台） 

 

（注）自動車検査証等の氏名欄等が法人名の自動車（事業用）、レンタカー、タクシー、軽トラッ

ク、借用自動車、車検・修理時の代車等は対象外です。 

【割引有効期間】 

（１） 申請手続きをした日からその後の２回目の誕生日まで。有効期間が切れる前に更新の手

続きが必要です。更新の申請は期限日の２か月前から行うことができます。 

（２） ETC 割引を利用されている方は割引有効期限の間近で申請されますと、各高速道路株

式会社でのデータ登録の関係上、ご利用の割引が受けられない場合がありますので、必

ず割引有効期限の約２週間前までには更新申請を行い、証明書を「有料道路ＥＴＣ割引

登録係」に郵送してください。 
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【手続きに必要なもの】 

ＥＴＣを利用しない場合 

１．障害者手帳 

２．自動車検査証または軽自動車届出済証 

３．運転免許証（障害者本人が運転する場合のみ） 

ＥＴＣを利用する場合 

１．障害者手帳 

２．自動車検査証または軽自動車届出済証 

３．運転免許証（障害者本人が運転する場合のみ） 

４．ＥＴＣカード（原則として障害者本人名義に限ります） 

５．ＥＴＣ車載器の管理番号が確認できるもの 

（ＥＴＣ車載器セットアップ申込書・証明書等） 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 ②ＪＲ運賃の割引                                           

身体障害者、知的障害者及び精神障害者（以下「障害者」という。）が、ＪＲ（旅客鉄道株式会

社）を利用する場合、運賃が次のとおり割引になります。 

種  類 利用できる方 割引率 備考 

普通乗車券 

回数乗車券 

普通急行券 

第１種障害者とその介護者 ５割 

私鉄等他鉄道会社線とまたがる場

合を含む。 

但し回数乗車券はＪＲ線区間単独

の発売になります。 

定 期 乗 車 券 
（小児定期乗車

券を除く。） 

第 1 種障害者とその介護者又

は 12 歳未満の第 2 種障害者

とその介護者 

５割 

私鉄等他鉄道会社線とまたがる場

合を含む。 

小児定期旅客運賃については割引

を適用しません。 

普通乗車券 
第 1 種、第２種障害者が単独

で利用する場合 
５割 

片道の営業キロが１００キロを超え

る場合（私鉄等他鉄道会社線とま

たがる場合を含む。） 

【詳細はこちら】https://www.jreast.co.jp/equipment/ 

【お問い合わせ】ＪＲ東日本 お問い合わせセンター 電話 050-2016-1600 
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 ③ＪＲ以外の私鉄運賃の割引                                           

 ＪＲ以外の私鉄についても割引制度がありますが、各社によって取扱いが異なります。詳しくは、直

接各社窓口へお問い合わせください。 

 ④バス運賃の割引                                         

身体障害者、知的障害者又は精神障害者（要写真貼付）が、県内のバスを利用する場合、手帳

を提示すれば運賃が５割引になります。詳しくは、バス運転手等にお問い合わせ下さい。 

 ⑤タクシー運賃の割引                                      

身体障害者又は知的障害者が、タクシーを利用する場合、手帳を提示すれば運賃が１割引にな

ります。詳しくは、タクシー運転手等にお問い合わせ下さい。 

 ⑥国内航空運賃の割引                                    

満１２歳以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者が、国内航空線を利用する場合、搭乗

券購入の際に手帳を提示すれば運賃が割引になります。詳しくは、各航空会社へお問い合わせ下

さい。 

【対象者】 

区 分 第１種障害者 第２種障害者 精神障害者 

対象者 

手帳の旅客鉄道株式会

社旅客運賃減額欄に第

１種と記入されている障

害者 

手帳の旅客鉄道株式会

社旅客運賃減額欄に第２

種と記入されている障害

者 

精神障害者保健福祉手

帳（顔写真付き、搭乗日

当日に有効期間内のも

のに限る）を所持してい

る方 

対象年齢 満１２歳以上の方 満１２歳以上の方 満１２歳以上の方 

適用範囲 

本人の単独使用及び本

人と同乗する１名の介護

者にも適用される 

本人のみ 

本人の単独使用及び本

人と同乗する１名の介護

者にも適用される 

割 引 率 航空会社で異なりますので、営業所又は代理店にお問合せください。 

 

【窓 口】 各航空会社営業所・代理店 
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 ⑦駐車禁止規制の適用除外                               

身体障害者手帳又は戦傷病者手帳の交付を受けている方で、その障害のために歩行が困難と

認められる方や、療育手帳の交付を受けている方及び精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受

けている方は、駐車禁止除外指定車標章の交付を受けることができます。 

※ 車両を所有していない方でも、標章の交付が受けられます。 

※ タクシーや他の方の車両に乗車する場合でも、標章を使用できます。 

※ この標章を使用して駐車できるのは、道路標識等により駐車禁止とされている場所で、近くに

駐車場がない場合などとなっています。 

 

【駐車禁止除外標章の交付対象となる障害の程度】 

 

身体障害者又は戦傷病者の方 

障害の区分 身体障害の方 戦傷病者の方 

視覚障害 １級から３級及び４級の１ 特別項症から第４項症 

聴覚障害 ２級及び３級 特別項症から第４項症 

平衡機能障害 ３級 特別項症から第４項症 

上肢不自由 １級、２級の１及び２級の２ 特別項症から第３項症 

下肢不自由 １級から４級 特別項症から第３項症 

体幹不自由 １級から３級 特別項症から第４項症 

乳幼児期以前の非

進行性の脳病変に

よる運動機能障害 

上肢機能 １級及び２級（一上肢のみに運動

機能障害がある場合を除く） 

 

移動機能 １級及び４級 

心臓・腎臓・呼吸器機能障害 １級又は３級 特別項症から第３項症 

ぼうこう・直腸・小腸機能障害 １級又は３級 特別項症から第３項症 

免疫機能障害 １級から３級  

肝臓機能障害 １級から３級 特別項症から第３項症 

 

その他の障害者の方 

障害者の区分 障害の程度 

療育手帳を所持している方 Ⓐ・Ａ 

精神障害者保健福祉手帳を所持している方 １級 

小児慢性特定疾患児手帳を所持している方 色素性乾皮症 
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※ 使用に際しては、駐車の方法に従い、他の交通の妨害にならないよう注意して 

ください。 

◎詳細については、警察署にお問い合わせください。 

【申請に必要な書類】 

身体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳又は小児慢 

性特定疾患児手帳のコピー１通 

【申請窓口】 

申請者の住所地を管轄する警察署交通課窓口 

（平日：午前８時30分～午後５時30分） 

  ・本庄警察署 電話 ２２－０１１０ 

   ・児玉警察署 電話 ７２－０１１０ 

 ⑧思いやり駐車場制度                                       

埼玉県思いやり駐車場制度は、令和５年１１月よりスタートした、障害のある方や要介護状態の

方、妊産婦の方など、歩行が困難と認められる方に「利用証」を交付し、公共施設や商業施設など

に設置されている「車椅子使用者用駐車区画」及び「優先駐車区画」の適正利用を推進する制度

です。 

①思いやり駐車場を利用するには、利用証が必要です。 

②利用証の交付を受けるには、下表【利用証の交付対象者】に該当する方で、必要書類 

を持参のうえ、次の窓口で申請してください。（平日：午前８時30分～午後５時15分） 

   市役所１階 障害福祉課（☎25-1125）高齢者福祉課(☎25-1722） 

  市役所２階 こども家庭センター（☎71-4502） 

   アスピアこだま１階 支所市民福祉課（☎71-5889） 

   保健センター 健康推進課（☎24-2003） 

③思いやり駐車場に駐車する際に、交付された利用証をルームミラーにかけるなど、外 

から見えるように掲示してください。 

【利用証の交付対象者】 

区分 交付基準 
申請に必要な 

書類等 
有効期間 

利用証の

色 

身

体

障

害

者 

視覚障害者 ４級以上 

身体障害者手帳 

対 象 者 とし
ての基準に
該 当 し な く
なるまで 

緑 

聴覚障害者 ３級以上 緑 

平衡機能障害 ５級以上 緑 

肢
体
不
自

由 

上肢 ２級以上 緑 

下肢 ６級以上 緑※１ 

体幹 ５級以上 緑※２ 
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※１ ２級以上の車椅子使用者は青 

※２ ３級以上の車椅子使用者は青 

※３ ２級以上の車椅子使用者は青 

※４ 要介護３以上の車椅子使用者は青 

※５ 常時車椅子を使用する者は青 

 

 

脳原性運動機
能障害 

上肢機能２級以上 緑 

移動機能６級以上 緑※３ 
内 部 障 害 （ 免 疫 機
能障害を含む） 

４級以上 緑 

知的障害者 Ａ以上 療育手帳 緑 

精神障害者 １級 
精神障害者保健 
福祉手帳 

緑 

難病患者 

特定疾患医療受給
者 
指定難病医療受給
者 
小児慢性特定疾病
医療受給者 

次に掲げるいずれか 
・特定疾患医療 

受給者証 
・指定難病医療 

受給者証 
・小児慢性特定疾病 

医療受給者証 

緑 

高齢者等 要介護１以上の方 介護保険被保険者証 緑※４ 
妊産婦 
（出産後は乳児と同伴の場
合に限る） 

妊娠７箇月から産後
１年まで 

母子健康手帳 
妊娠７箇月
から産 後 １
年まで 

オレンジ 

けが人等 

医 師 の 診 断 等 に よ
り、歩行が困難であ
るために特別な配慮
が必要であると認め
られた方 

次に掲げる全て 
・医師の診断書若し 

くは意見書又は公 
的機関の証明書等 

・身分証明書（運転 
免許証、 
マイナンバーカード

等） 

診 断 書 等
で必要と認
める期間 
（ 原 則 １ 年
以内） 

オレンジ 
※５ 

その他車椅子の常時使用
が必要と認められる方 

医 師 の 診 断 等 に よ
り、車椅子の常時使
用が必要であると認
められる方 

対象者とし
ての基準に
該 当 し な く
なるまで 

【利用証】 

 

【駐車できる区画（イメージ）】 

  

「車椅子使用者用 
駐車区画」 

 

「優先駐車区

画」 
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（３）その他の減免、割引等                            

 ①ＮＨＫ放送受信料の免除                                 

次に該当する方は、ＮＨＫに申請すると放送受信料の免除が受けられます。 

【対象者及び免除区分】 

全額免除 
身体・知的・精神障害者手帳のいずれかをお持ちの方がいる世帯で、住民基本

台帳上の世帯員全員が市民税非課税であること 

半額免除 

次の方が住民基本台帳における世帯主で、ＮＨＫの受信契約者であること 

・重度の身体障害（１級または２級）の方 

・視覚または聴覚障害で手帳をお持ちの方 

・重度の知的障害（ⒶまたはＡ）の方 

・重度の精神障害（１級）の方 

【手続方法】 

障害福祉課又は支所市民福祉課で申請書に証明を受け、ＮＨＫへご提出（郵送可）ください。 

【申請に必要なもの】 

（１）障害者手帳 

（２）印かん（認印可、スタンプ印不可） 

※ 申請される年の１月１日時点で、本庄市に住民票がなかった方が全額免除を申請するに

は、１月１日時点でお住まいだった市区町村が発行する非課税証明書が必要となります。 

【手続の流れ】 

① 免除申請書の記入         

     免除申請書は、障害福祉課、支所市民福祉課にあります。 

      

  ② 免除事由の証明書の交付（障害福祉課又は支所市民福祉課で交付） 

       

  ③ 証明を受けた申請書をＮＨＫに提出（郵送） 

 

  ④ ＮＨＫで免除事由を確認のうえ、折り返し「免除受理通知書」が届きます。 

【注意事項】 

全額免除の場合、世帯構成員全員が市民税非課税であることが基準となるため、世帯内に

未申告の方がいる場合は、申告をしてから申請してください。 
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【証明窓口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

【免除申請郵送先】 

 NHK さいたま放送局 さいたま西営業センター 電話 049-246-３１１１ 

《所在地》〒350-1123  川越市脇田本町 14-23 カーニープレイス川越１F 

 ②点字郵便物等の無料扱い                                   

点字郵便物などは無料となるほか、心身障害者団体が発行する定期刊行物や、盲人用点字小

包郵便などで減額となるものがあります。 

【窓 口】 

各郵便局  

 ③携帯電話基本料金等の割引                               

次の方は、携帯電話の基本利用料金等が割引されます。割引の内容は、会社によって異なります

ので、各携帯電話事業者にお問い合わせください。 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳を持っている方 

（２）療育手帳を持っている方 

 （３）精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

【窓 口】 

各携帯電話事業者 

 ④電話番号の無料番号案内                                 

次の方は、番号案内「104 番」を利用する際、あらかじめ登録した電話番号と暗証番号を申し出

ると無料になります。 

【対象者】 

（１）視覚障害１級～６級の方  

（２）肢体不自由（上肢、体幹、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害）１級

又は２級の方 

（３）療育手帳又は精神保健福祉手帳を持っている方 

（４）戦傷病者手帳（視力の障害の方は、特別項症～第６項症。上肢の障害の方は、特別項症～

第２項症） 
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【窓 口】 

受付電話番号 ： ０１２０－１０４１７４（全国共通） 

    受付ＦＡＸ番号 ： ０１２０－０００１０４（全国共通） 

 ⑤「湯かっこ」使用料の減額・免除                             

障害のある方は、児玉郡市広域市町村圏組合立余熱利用施設「湯かっこ」の使用料が半額に

減額されます。また、身体障害者で要介護（第１種）手帳を持っている方及び療育手帳所持者の介

護者の使用料が全額免除されます。 

詳細については、「湯かっこ」へご確認ください。 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳を持っている方 

（２）療育手帳を持っている方 

（３）精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

【施設利用時間及び休館日】 

 ・利用時間：午前１０時～午後１０時（最終入館は午後９時） 

・休 館 日：毎週月曜日（月曜日が祝日に当る場合は、その翌日）、年末年始 

【窓 口】  

湯かっこ  電話 ２２－８１２６ ＦＡＸ ２２－８１２７ 

《所在地》〒367-0024 本庄市東五十子 167-3  

 ⑥「つきみ荘」利用料の減免                                  

障害のある方は、本庄市老人福祉センターつきみ荘の利用料（入館料）が全額免除されます。 

【対象者】 

（１）身体障害者手帳を持っている方 

（２）療育手帳を持っている方 

（３）精神障害者保健福祉手帳を持っている方 

【施設利用時間及び休館日】 

・利用時間：午前１０時～午後４時 

・休 館 日：月曜日(祝日の場合は開館し、翌日を休館日とする)、年末年始   

【窓 口】  

本庄市老人福祉センターつきみ荘 電話 ２２－３６９６ 

《所在地》〒367-0072 本庄市沼和田 127-1 
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８．就労支援（児玉郡市障がい者就労支援センターほか） 

 

８．就労支援 

（１）児玉郡市障がい者就労支援センター                      

障害のある方が安心して働けるように、就労や生活に関わるさまざまな支援を行っています。 

１ 就職支援 

・就職に向けての相談支援、準備支援 

 （仕事探し、会社見学の同行、実習の調整、面接への同行 等） 

 

２ 職場定着支援 

・職場で安心して働けるように相談支援、訪問支援 

 （会社との連絡調整、ジョブコーチの派遣手続き、就労に伴う生活相談 等） 

 

３ 職場開拓 

・ハローワークをはじめとする関係機関と連携し、障害者受け入れ事業所を開拓 

【対象者】 

本庄市、美里町、神川町、上里町のいずれかに在住し、就労支援を必要とする障害者の方。障害

の種別は問いません。 

【受付日時】 

月～金曜日 午前９時～午後５時 

【利用料】 

無料 

【利用方法】 

まずは電話によりご相談ください。 

【窓 口】 

児玉郡市障がい者就労支援センター 電話 22-3064 ＦＡＸ 22-1271 

《所在地》〒367-0038 本庄市いまい台 2-43 障害福祉センター内 

 

 

 

 



８．就労支援（児玉郡市障がい者就労支援センターほか） 

（２）障害者就業・生活支援センターこだま                      

障害者の就労に関する相談、仕事探しの手伝い、面接の同行、職場に慣れることの援助が受け

られます。 

【事業内容】 

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、支援センターこだまの窓口で

の相談や職場・家庭訪問等により指導、相談を実施 

１ 就業面での支援 

・就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん） 

・求職活動支援 

・職場定着支援 

・事業所に対する障害者の障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言 

・関係機関との連絡調整 

・ワークサンプルを活用した職業評価・訓練 

２ 生活面での支援 

・生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活の自己管理に関する助言 

・住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言 

・関係機関との連絡調整 

【対象者】 

埼玉県内に在住する原則として障害者手帳（身体・知的・精神）をお持ちの方で、企業等で働くこ

とを希望される方 

【受付日時】 

無休（年末年始を除く） 午前 9 時～午後５時（土日祝は午後 3 時 30 分） 

【利用料】 

無料（交通費などは実費負担。） 

【利用方法】 

まずは、電話によりご相談ください。 

【窓 口】 

障害者就業・生活支援センターこだま 電話 76-0627 ＦＡＸ 75-1870 

《所在地》〒367-0101 美里町小茂田 756-3 社会福祉法人美里会内 

 

 



８．就労支援（児玉郡市障がい者就労支援センターほか） 

 

（３）公共職業安定所（ハローワーク）                         

就職を希望する障害者に対して、専門の担当者が障害の特性・経験・希望職種等に応じ、きめ

細やかな職業相談・職業紹介・職場定着指導を行います。 

【最寄りの公共職業安定所（ハローワーク）】 

ハローワーク本庄 電話 22-2448 FAX 21-4924 

《所在地》 〒367-0053 本庄市中央 2-5-1 

（４）発達障害者就労支援センター（ジョブセンター）             

就労を希望する発達障害者に対して、就労相談から職業能力評価・就労訓練・就職活動支

援・職場定着支援までをワンストップで行います。 

◆最寄のジョブセンター 

ジョブセンター熊谷 

電話 048-501-8917  ＦＡＸ 048-501-8928 

《所在地》〒360-0036 

熊谷市桜木町 1-137 サンライズ桜木・堀口第 2 ビル 4Ｆ・5Ｆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８．就労支援（職業訓練） 

（５）職業訓練                                           

 ①職業訓練施設                                         

障害者が就職、自立できるよう次の施設で職業訓練を行っています。 

【国立職業リハビリテーションセンター】 

《所在地》〒359-0042 埼玉県所沢市並木 4-２ 

http://www.nvrcd.ac.jp 

●入所を希望される方の相談 

職業指導部職業評価課 

電話 04-2995-1201、1712 ・ＦＡＸ 04-2995-1277 

●障害者雇用に関する事業主の相談・見学 

職業指導部職業指導課 

電話 04-2995-1207、1712 ・ＦＡＸ 04-2995-1277 

●見学を希望される方（オープンキャンパスを除く） 

管理課 

電話 04-2995-1029 ・ＦＡＸ 04-2995-1052 

●その他のお問い合わせ 

管理課 

電話 04-2995-1711 ・ＦＡＸ 04-2995-1052 

 

【東京障害者職業能力開発校】 

電話 042-341-1411 FAX 042-341-1451 

《所在地》 〒187-0035 東京都小平市小川西町 2-34-1 

http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/handi/ 

 

【埼玉障害者職業センター】 

電話 048-854-3222 FAX 048-854-3260 

《所在地》 〒338-0825 さいたま市桜区下大久保 136-1 

http://www.jeed.or.jp 

 

 

 

http://www.nvrcd.ac.jp
http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/handi/
http://www.jeed.or.jp


８．就労支援（職業訓練） 

 

 ②職親のもとでの職業訓練                                 

知的障害のある方が就職自立できるように、職親として登録している民間事業者のもとで職業

訓練を行います。 

職親のもとでの職業訓練をご希望の方は、窓口にお問い合わせください。 

                        

【対象者】 

療育手帳を持っている人（ただし、埼玉県の利用判定が必要です。） 

 

【窓 口】 

本    庁：障害福祉課   電話 ２５－１１２５ ＦＡＸ ２３－１９６３ 

児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 ７１－５８８９ ＦＡＸ ７２－１６３０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９．子どもの相談・発達支援（障害のある子どもの相談窓口） 

９．子どもの相談・発達支援 

（１）障害のある子どもの相談窓口                      

 ①こども家庭センター                                     

母子の健康に関する次のような相談に応じています。 

（１）子どもの健康や育児の相談 

（２）妊娠中の健康や出産に関する相談 

（３）子どもの発育や発達についての相談 

【こども家庭センター母子保健係】 

電話 71-4502  FAX  25-1145 

《所在地》 〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3 市役所２階 

 ②本庄市発達教育支援センター「すきっぷ」                   

発達障害等をかかえる概ね１８歳までの子どもたちが、将来社会で自立していけるよう、次のよう

な事業を行っています。 

（１）子ども、保護者、関係機関からの相談（来所・電話・訪問） 

（２）発達障害等についての研修会 

（３）就学前の子どもを対象とした、個別や集団の教室 

（４）関係機関との調整 

（５）子どもの発達と支援を結ぶ記録「はぐくみ」や「サポート手帳」の作成・活用支援 

【本庄市発達教育支援センター「すきっぷ」】 電話 27-5550 FAX 22-0366 

《所在地》 〒367-0061 本庄市小島 5-5-45   

 ③教育相談                                            

心身に障害があり、特に配慮が必要とする子どもの就学や転学についての相談に応じています。 

【窓 口】 

本庄市教育委員会学校教育課 電話 25-1183 FAX 25-1193 

《所在地》〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3 市役所４階 

 ④地域生活の相談                                      

  地域で生活する障害児の身近な相談窓口として、次のような各種サービス等の申請窓口です。 

（１）身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者手帳の交付 

（２）特別障害児手当、障害児福祉手当の支給 
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９．子どもの相談・発達支援（障害のある子どもの相談窓口） 

 

（３）重度心身障害者医療費の助成 

（４）ホームヘルプサービス、ショートステイ等給付費の支給 

（５）補装具･日常生活用具の交付 

（６）虐待などの権利侵害の通報や相談、障害者やその家族等への差別に関する相談 

【窓 口】 

○本        庁：障害福祉課    電話 25-1125 FAX 23-1963 

○児玉総合支所：支所市民福祉課 電話 71-5889 FAX 72-1630 

  ○相談支援事業所：障害者生活支援センターさわやか（身体障害者・児） 

                   電話 25-5620 FAX 25-5640 

  ○相談支援事業所：障害者生活支援センターさわやか（知的障害者・児） 

                   電話 25-5630 FAX 25-5665 

○相談支援事業所：障害者生活支援センターみさと（精神障害者・児） 

                   電話 76-3646 FAX 76-4461 

 ⑤埼玉県本庄保健所                                        

母子の健康に関する次のような相談に応じています。  

（１）子どもの心の健康に関する相談 

（２）小児慢性疾病や難病に関する相談 

【埼玉県本庄保健所】 

電話 22-6481 FAX 22-6484 

《所在地》 〒367-0047 本庄市前原 1-8-12   

 ⑥埼玉県児童相談所                                          

  １８歳未満の子どもに関しての様々な相談に応じています。 

【最寄りの児童相談所】 

埼玉県熊谷児童相談所 電話 048-521-4152 FAX 048-520-1036 

《所在地》 〒360-0014 熊谷市箱田 5-13-1  
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９．子どもの相談・学校教育（発達支援） 

 
 

（２）発達支援                                       

 ①健康診査・各種相談など                                           

【こども家庭センター母子保健係】 

乳幼児健診や育児学級・相談等により子どもの健やかな成長への支援を行っています。 

電話 71-4502  FAX 25-1145 

《所在地》 〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3 市役所２階 

 ②本庄市発達教育支援センター「すきっぷ」                   

  発達障害等をかかえる概ね１８歳までの子どもたちが、将来社会で自立していけるよう、次の事

業を行っています。 

（１）子ども、保護者、関係機関からの相談（来所・電話・訪問） 

（２）発達障害等についての研修会 

（３）就学前の子どもを対象とした個別教室 

（４）関係機関との調整 

（５）子どもの発達と支援を結ぶ記録「はぐくみ」や「サポート手帳」の作成・ 

活用支援 

電話27-5550  FAX 22-0366 

《所在地》 〒367-0061 本庄市小島５-５-４５  

 ③障害児等療育支援事業                                 

在宅の障害児（知的障害児、身体障害児等）及び知的障害者の地域における生活を支えるた

め、埼玉県の委託事業として県内の各施設で施設の専門職員や医師が次のサービスを提供し

ています。（サービス利用は無料です。） 

（１）訪問による療育指導 

      施設の専門職員が訪問により相談に応じたり、健康審査を実施します。 

（２）外来による専門的な療育相談、指導 

      障害に関する相談を施設に来ていただいた場合にも応じます。 

（３）保育所等への療育技術の指導 

  障害児保育を行う保育所等に対し障害児の療育等に関する技術の指導を行います。 

【最寄りの事業所】 

障害者生活支援センターさわやか 電話 25-5630 FAX 25-5665 

《所在地》 〒367-0038 本庄市いまい台２－４３ 障害福祉センター内 
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９．子どもの相談・学校教育（発達支援） 

 ④地域療育センター                                         

発達障害の特性が気になる就学前から小学３年生までの子どもに、専門職が個別療育を提

供します。 

【北部地域療育センター】 

  電話 048-581-0025  

《所在地》 〒369-1204 大里郡寄居町大字藤田 179-1 埼玉療育園教育棟内 

 ⑤埼玉県発達障害総合支援センター                          

 発達障害のある１８歳までの児とそのご家族に対する相談支援や、関係機関等に対する研修等を

行っています。 

  ① 相談支援  

② 支援機関支援 

③ 支援者の人材育成 

【埼玉県発達障害総合支援センター】 

  電話 048-601-5551 FAX 048-601-5552 

《所在地》 

〒330-0081 さいたま市中央区新都心 1-2 小児医療センター南玄関３階 
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１０．資料（別表２：身体障害者程度等級表） 

別表２ 

身体障害者程度等級表（身体障害者福祉法施行規則 別表第５号） 

級 別 １ 級 ２ 級 

視覚障害 

（視力障害） 

視力の良い方の眼の視力（万国式試視力表に

よって測ったものをいい、屈折異常のある者につ

いては、矯正視力について測ったものをいう。以

下同じ。）が 0.01 以下のもの 

（視力障害） 

１.視力の良い方の眼の視力が0.02以上0.03以

下のもの 

２.視力の良い方の眼の視力が0.04 かつ他方の眼

の視力が手動弁以下のもの 

（視野障害） 

３.周辺視野角度（I/4 視標による。以下同じ。）の総

和が左右眼それぞれ 80 度以下かつ両眼中心視野

角度（I/2 視標による。以下同じ。）が 28 度以下の

もの 

４.両眼開放視認点数が 70 点以下かつ両眼中心

視野視認点数が 20 点以下のもの 

聴覚又は平

衡機能障害 

聴覚障害 
 両耳の聴力レベルがそれぞれ 100 デシベル以上 

のもの（両耳全ろう） 

平  衡 

機能障害 

  

音声機能・言語機能またはそ

しゃく機能の障害 

  

肢 

体 

不 

自 

由 

上 肢 

１.両上肢の機能を全廃したもの 

２.両上肢を手関節以上で欠くもの 

１.両上肢の機能の著しい障害 

２.両上肢のすべての指を欠くもの 

３.一上肢を上腕の２分の１以上で欠くもの 

４.一上肢の機能を全廃したもの 

下 肢 

１.両下肢の機能を全廃したもの 

２.両下肢を大腿の２分の１以上で欠くもの 

１.両下肢の機能の著しい障害 

２.両下肢を下腿の２分の１以上で欠くもの 

 

体 幹 

体幹の機能障害により坐っていることができな

いもの 

１.体幹の機能障害により坐位又は起立位を保つこ

とが困難なもの 

２.体幹の機能障害により立ち上がることが困難な

もの 

乳 幼 児 期 以

前 の 非 進 行

性 の 脳 病 変

による運動機

能障害 

上肢

機能 

不随意運動・失調等により上肢を使用する日常

生活動作がほとんど不可能なもの 

不随意運動・失調等により上肢を使用する日常生

活動作が極度に制限されるもの 

移動

機能 

不随意運動・失調等により歩行が不可能なもの 不随意運動・失調等により歩行が極度に制限され

るもの 

内

部

障

害 

心臓機能障害 
心臓の機能の障害により自己の身辺の日常生

活活動が極度に制限されるもの 

 

じん臓機能障害 
じん臓の機能の障害により自己の身辺の日生

活活動が極度に制限されるもの 

 

呼吸器機能障害 
呼吸器の機能の障害により自己の身辺の日常

生活活動が極度に制限されるもの 

 

ぼうこう又は直腸の機 ぼうこう又は直腸の機能の障害により自己の身  
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１０．資料（別表２：身体障害者程度等級表） 

 

能障害 辺の日常生活活動が極度に制限されるもの 

小腸機能障害 
小腸の機能の障害により自己の身辺の日常生

活活動が極度に制限されるもの 

 

ヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害

により日常生活がほとんど不可能なもの 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害によ

り日常生活が極度に制限されるもの 

肝臓機能障害 肝臓の機能の障害により日常生活活動がほと

んど不可能なもの 

肝臓の機能の障害により日常生活活動が極度に制

限されるもの 

級 別 ３ 級 ４ 級 

視覚障害 

（視力障害） 

１.視力の良い方の眼の視力が0.04以上0.07

以下のもの（2級の2に該当するものを除く。） 

２.視力の良い方の眼の視力が 0.08 かつ他方

の眼の視力が手動弁以下のもの 

（視野障害） 

３.周辺視野角度の総和が左右眼それぞれ 80

度以下かつ両眼中心視野角度が 56 度以下の

もの 

４.両眼開放視認点数が 70 点以下かつ両眼中

心視野視認点数が 40 点以下のもの 

（視力障害） 

１.視力の良い方の眼の視力が0.08以上0.1以下

のもの（3級の2に該当するものを除く。） 

２.周辺視野角度の総和が左右眼それぞれ 80 度以

下のもの 

３.両眼開放視認点数が 70 点以下のもの 

 

聴覚又は平

衡機能障害 

聴覚障害 

両耳の聴力レベルが 90 デシベル以上のもの

（耳介に接しなければ大声語を理解し得ないも

の) 

１.両耳の聴力レベルが80デシベル以上のもの 

（耳介に接しなければ話声語を理解し得ないもの） 

２.両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が 50

パーセント以下のもの 

平  衡 

機能障害 

平衡機能の極めて著しい障害  

音声機能・言語機能またはそ

しゃく機能の障害 

音声機能、言語機能又はそしゃく機能の喪失 音声機能、言語機能又は、そしゃく機能の著しい障

害 

肢 

体 

不 

自 

由 

上 肢 

１.両上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの 

２.両上肢のおや指及びひとさし指の機能を全

廃したもの 

３.一上肢の機能の著しい障害 

４.一上肢のすべての指を欠くもの 

５.一上肢のすべての指の機能を全廃したもの 

１.両上肢のおや指を欠くもの 

２.両上肢のおや指の機能を全廃したもの 

３.一上肢の肩関節、肘関節又は手関節のうち、いず

れか一関節の機能を全廃したもの 

４.一上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの 

５.一上肢のおや指及びひとさし指の機能を全廃し

たもの 

６.おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三指を

欠くもの 

７.おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三指の

機能を全廃したもの 

８.おや指又はひとさし指を含めて一上肢の四指の

機能の著しい障害 

下 肢 

１.両下肢をショパー関節以上で欠くもの 

２.一下肢を大腿の２分の１以上で欠くもの 

３.一下肢の機能を全廃したもの 

１.両下肢のすべての指を欠くもの 

２.両下肢のすべての指の機能を全廃したもの 

３.一下肢を下腿の２分の１以上で欠くもの 

４.一下肢の機能の著しい障害 
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１０．資料（別表２：身体障害者程度等級表） 
５.一下肢の股関節又は膝関節の機能を全廃したも

の 

６.一下肢が健側に比して 10 センチメートル以上又

は健側の長さの 10 分の１以上短いもの 

体 幹 体幹の機能障害により歩行が困難なもの  

乳 幼 児 期 以

前 の 非 進 行

性 の 脳 病 変

による運動機

能障害 

上肢

機能 

不随意運動・失調等により上肢を使用する日常

生活動作が著しく制限されるもの 

 

 

不随意運動・失調等による上肢の機能障害により

社会での日常生活活動が著しく制限されるもの 

移動

機能 

不随意運動・失調等により歩行が家庭内での

日常生活活動に制限されるもの 

 

 

不随意運動・失調等により社会での日常生活活動

が著しく制限されるもの 

内

部

障

害 

心臓機能障害 
心臓の機能の障害により家庭内での日常生活

活動が著しく制限されるもの 

心臓の機能の障害により社会での日常生活活動

が著しく制限されるもの 

じん臓機能障害 
じん臓の機能の障害により家庭内での日常生

活活動が著しく制限されるもの 

じん臓の機能の障害により社会での日常生活活動

が著しく制限されるもの 

呼吸器機能障害 
呼吸器の機能の障害により家庭内での日常生

活活動が著しく制限されるもの 

呼吸器の機能の障害により社会での日常生活活

動が著しく制限されるもの 

ぼうこう又は直腸の機

能障害 

ぼうこう又は直腸の機能の障害により家庭内で

の日常生活活動が著しく制限されるもの 

ぼうこう又は直腸の機能の障害により社会での日

常生活活動が著しく制限されるもの 

小腸機能障害 
小腸の機能の障害により家庭内での日常生活

活動が著しく制限されるもの 

小腸の機能の障害により社会での日常生活活動

が著しく制限されるもの 

ヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害

により日常生活が著しく制限されるもの（社会

での日常生活活動が著しく制限されるものを除

く。） 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害によ

り社会での日常生活活動が著しく制限されるもの 

肝臓機能障害 肝臓の機能の障害により日常生活活動が著しく

制限されるもの（社会での日常生活活動が著し

く制限されるものを除く。） 

肝臓の機能の障害により社会での日常生活活動

が著しく制限されるもの 

 

 

級 別 ５ 級 ６ 級 

視覚障害 

（視力障害） 

１.視力の良い方の眼の視力が 0.2 かつ他方の

眼の視力が 0.02 以下のもの 

（視野障害） 

２.両眼による視野の2分の1以上が欠けている

もの 

３.両眼中心視野角度が 56 度以下のもの 

４.両眼開放視認点数 70 点を超えかつ 100 点

以下のもの 

５.両眼中心視野視認点数が 40 点以下のもの 

（視力障害） 

視力の良い方の眼の視力が 0.3 以上 0.6 以下か

つ他方の眼の視力が 0.02 以下のもの 
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１０．資料（別表２：身体障害者程度等級表） 

 

級 別 ５ 級 ６ 級 

聴覚又は平

衡機能障害 

聴覚障害 

 １.両耳の聴力レベルが70デシベル以上のもの 

 （40センチメートル以上の距離で発声された会話

語を理解し得ないもの） 

２.一側耳の聴力レベルが 90 デシベル以上、他側

耳の聴力レベルが 50 デシベル以上のもの 

平  衡 

機能障害 

平衡機能の著しい障害  

音声機能・言語機能またはそ

しゃく機能の障害 

 

 

 

肢 

体 

不 

自 

由 

上 肢 

１.両上肢のおや指の機能の著しい障害 

２.一上肢の肩関節、肘関節又は手関節のう ち、

いずれか一関節の機能の著しい障害 

３.一上肢のおや指を欠くもの 

４.一上肢のおや指の機能を全廃したもの 

５.一上肢のおや指及びひとさし指の機能の著し

い障害 

６.おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三指

の機能の著しい障害 

 

 

 

１.一上肢のおや指の機能の著しい障害 

２.ひとさし指を含めて一上肢の二指を欠くもの 

３.ひとさし指を含めて一上肢の二指の機能を全廃

したもの 

 

下 肢 

１.一下肢の股関節又は膝関節の機能の著しい

障害 

２.一下肢の足関節の機能を全廃したもの 

３.一下肢が健側に比して 5 センチメートル以上

又は健側の長さの 15 分の１以上短いもの 

１.一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 

２.一下肢の足関節の機能の著しい障害 

体 幹 体幹機能の著しい障害  

乳 幼 児 期 以

前 の 非 進 行

性 の 脳 病 変

による運動機

能障害 

上肢

機能 

不随意運動・失調等による上肢の機能障害によ

り社会での日常生活活動に支障のあるもの 

不随意運動・失調等により上肢の機能の劣るもの 

移動

機能 

不随意運動・失調等により社会での日常生活活

動に支障のあるもの 

不随意運動・失調等により移動機能の劣るもの 

内

部

障

害 

心臓機能障害   

じん臓機能障害   

呼吸器機能障害   

ぼうこう又は直腸の機

能障害 

  

小腸機能障害   

ヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害 

  

肝臓機能障害   
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１０．資料（別表２：身体障害者程度等級表） 

級 別 ７ 級 

視覚障害  

聴覚又は平

衡機能障害 

聴覚障害  

平  衡 

機能障害 

 

音声機能・言語機能またはそ

しゃく機能の障害 

 

肢 

体 

不 

自 

由 

上 肢 

１.一上肢の機能の軽度の障害 

２.一上肢の肩関節、肘関節又は手関節のうち、いずれか一関節の機能の軽度の障害 

３.一上肢の手指の機能の軽度の障害 

４.ひとさし指を含めて一上肢の二指の機能の著しい障害 

５.一上肢のなか指、くすり指及び小指を欠くもの 

６.一上肢のなか指、くすり指及び小指の機能を全廃したもの 

下 肢 

1.両下肢のすべての指の機能の著しい障害 

２.一下肢の機能の軽度の障害 

３.一下肢の股関節、膝関節又は足関節のうち、いずれか一関節の機能の軽度の障害 

４.一下肢のすべての指を欠くもの 

５.一下肢のすべての指の機能を全廃したもの 

６.一下肢が健側に比して 3 センチメートル以上又は健側の長さの 20 分の１以上短いもの 

 

体 幹  

乳幼児期以

前の非進行

性の脳病変

に よ る 運 動

機能障害 

上肢

機能 

上肢に不随意運動・失調等を有するもの 

移動

機能 

下肢に不随意運動・失調等を有するもの 

 

 

内

部

障

害 

心臓機能障害  

じん臓機能障害  

呼吸器機能障害  

ぼうこう又は直腸の機

能障害 

 

小腸機能障害  

ヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害 

 

 

※身体障害者手帳の交付は、１級～６級までです。 
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１０．資料（別表２：身体障害者程度等級表） 

 

備 

 

考 

１．同一の等級について二つの重複する障害がある場合は、１級うえの級とする。ただし、二つの重

複する障害が特に本表中に指定されているものは、該当等級とする。 

２．肢体不自由においては、７級に該当する障害が二つ以上重複する場合は、６級とする。 

３．異なる等級について二以上の重複する障害がある場合については、障害の程度を勘案して当

該等級より上の級とすることができる。 

４．「指を欠くもの」とは、おや指については指骨間関節、その他の指については第１指骨間関節以

上を欠くものをいう。 

５．「指の機能障害」とは、中手指節関節以下の障害をいい、おや指については、対抗運動障害を

も含むものとする。 

６．上肢又は下肢欠損の断端の長さは、実用長（上腕においては腋窩より、大腿においては坐骨結

節の高さより計測したもの）をもって計測したものをいう。 

７．下肢の長さは、前腸骨棘より内くるぶし下端までを計測したものをいう。 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

別表３ 日常生活用具一覧表 

 １．介護・訓練支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

特殊寝台 下肢又は体幹機能障害２級以

上の障害者 

寝たきりの状態にある難病患

者 

腕、脚等の訓練のできる器

具を附帯し、原則として使用

者の頭部及び脚部の傾斜角

度を個別に調整できる機能

を有するもの 

８年 154,000 

特殊マット 重度知的障害者（児） 

下肢又は体幹機能障害２級以

上 の 児 童 （ 原 則 と し て ３ 歳 以

上） 

下肢又は体幹機能障害１級で、

常時介護を要する障害者 

寝たきりの状態にある難病患

者 

褥 蒼
じょくそう

の防止又は失禁等に

よる汚染又は損耗を防止で

きる機能を有するもの 

５年 19,600 

特殊尿器 下肢又は体幹機能障害１級で、

常時介護を要する障害者（児）

（原則として学齢児以上の者） 

自力で排尿できない難病患者 

尿が自動的に吸引されるも

ので、障害者（児）又は介護

者が容易に使用し得るもの 

５年 67,000 

入浴担架 下肢又は体幹機能障害２級以

上で、入浴に介助を要する障害

者（児）（原則として３歳以上の

者） 

障害者（児）を担架に乗せた

ままリフト装置により入浴さ

せるもの 

５年 82,400 

体位変換器 下肢又は体幹機能障害２級以

上で、下着交換 等に介助を要

する障害者（児）（原則として学

齢児以上の者） 

寝たきりの状態にある難病患

者 

介助者が障害者（児）の体位

を変換させるのに容易に使

用し得るもの 

５年 15,000 

移動用リフト 下肢又は体幹機能障害２級以

上の障害者（児）（原則として３

歳以上の者） 

下肢又は体幹機能に障害のあ

る難病患者 

介護者が容易に使用し得る

もの。ただし、天井走行型等

住宅改修を伴うものを除く。 

４年 159,000 

訓練椅子 下肢又は体幹機能障害２級以

上の児童（原則として３歳以上

の者） 

原則として附属のテーブル

を付けるものとする。 

５年 33,100 

訓練用ベッド 下肢又は体幹機能障害２級以

上の児童（原則として学齢児以

上の者） 

下肢又は体幹機能に障害のあ

る難病患者 

腕又は脚の訓練ができる器

具を備えたもの 

８年 159,200 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

 

２．自立生活支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

入浴補助用具 下肢又は体幹機能障害者（児）

で、入 浴 に介 助 を 要 するもの

（原則として３歳以上の者） 

入浴に介助を要する難病患者 

入 浴 時 の 移 動 、 座 位 の 保

持、浴槽への入水等を補助

でき、容 易 に使 用 し得 るも

の。ただし、住宅改修を伴う

ものを除く。 

８年 90,000 

便器 下肢又は体幹機能障害２級以

上の障害者（児）（原則として学

齢児以上の者） 

常時介護を要する難病患者 

容易に使用し得るもの（手す

りを付けることができる）。

ただし、取替えに当たり住宅

改修を伴うものは除く。 

８年  4,450 

T 字状・棒状の

つえ 

移動等において介助を必要と

する障害者（児）（原則として３

歳以上の者） 

容易に使用し得るもの ３年 木製 2,266 

軽金属製 

 3,090 

移動・移乗 

支援用具 

平衡機能又は下肢若しくは体

幹 機 能 障 害を有し、家 庭 内 の

移動等において介助を必要と

する障害者（児）（原則として３

歳以上の者） 

おおむね次のような性能を

有する手すり、スロープ等で

あること。 

ア 必要な強度と安全性を

有するもの 

イ 転倒防止、立ち上がり動

作補助、移乗動作補助段

差解消等の用具とする。

ただし、住宅改修を伴う

ものを除く。 

８年 60,000 

車椅子用 

段差昇降機 

常時車椅子を使用する者 地面と屋内床面の高低差が

１m 程度の場合において、車

椅子に乗ったままの状態で

昇降可能なもの 

１０年 260,000 

頭部保護帽 平衡機能又は下肢若しくは体

幹機能に障害を有し、歩行や立

位が不安定で頻繁に転倒する

おそれのある者 

重度知的障害者（児）又は精神

障害者（児）で、てんかんの発作

等により頻繁に転倒する者 

転倒の衝撃から頭部を保護

できるもの 

３年 スポンジ・革 

12,768 

 

スポンジ・革・プ

ラスチック 

30,870 

特殊便器 重度知的障害者（児）で、訓練

を行っても自ら排便後の処理

が困難なもの 

上 肢 障 害 ２ 級 以 上 の 障 害 者

（児）（原則として学齢児以上の

者） 

上肢機能に障害がある難病患

者 

足踏みペダルで温水温風を

出すことができるもの及び

知的障害者（児）を介護する

ものが容易に使用し得るも

の。ただし、住宅改修を伴う

ものを除く。 

８年 151,200 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

２．自立生活支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

トイレチェアー 頚髄損傷等により、通常の便座

上では座位を保てない者 

椅子用の形 状をし、座位を

保ったまま排便が可能なも

の 

８年 81,000 

火災警報器 重度知的障害者（児） 

身 体 障 害 ２ 級 以 上 の 障 害 者

（児）で、それぞれ火災発生 の

感知及び避難が著しく困難な

もの（障害者のみの世帯及びこ

れに準ずる世帯に限る。） 

室内の火災を煙又は熱によ

り感知し、音又は光を発し屋

外にも警報ブザーで知らせ

得るもの 

８年 15,500 

自動消火器 重度知的障害者（児） 

身 体 障 害 ２ 級 以 上 の 障 害 者

（児）及び難病患者で、それぞ

れ火災発生の感知及び避難が

著しく困難なもの 

（障害者のみの世帯及びこれに

準ずる世帯に限る。） 

室内温度の異常上昇又は炎

の接触で自動的に消火液を

噴 射し、初 期 火 災を消 火し

得るもの 

８年 28,700 

電磁調理器 重度知的障害者 

２級以上の視覚障害者で、盲人

のみの世帯及びこれに準ずる

世帯に限る。 

容易に使用し得るもの ６年 41,000 

歩行時間延長

信号機用小型

送信器 

２ 級 以 上 の 視 覚 障 害 者 （ 児 ）

（原則として学齢児以上の者） 

容易に使用し得るもの １０年 7,000 

視覚障害者用

誘導装置 

視覚障害者であって、音声によ

る誘導を必要とする者 

音声による目的物（位置）等

の確認が可能となるもの 

１０年 56,000 

携帯用 

信号装置 

聴覚障害者（児）であって、視

覚・触覚によらなければ呼出し

等に応じることができない者 

送信機と受信機を１組とし、

送信機による合図（呼出し）

が触覚等により知覚できる

もので携帯可能なもの 

１０年 18,000 

聴覚障害者用

屋内信号装置 

２級の聴覚障害者 

（聴覚障害者のみの世帯及びこ

れに準ずる世帯で日常生活上

必 要 と 認 め ら れ る 世 帯 に 限

る。） 

音・音声等を、視覚や触覚等

により知覚できるもの 

１０年 87,400 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

３．在宅療養等支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

透析液加温器 腎 臓 機 能 障 害 ３ 級 以 上で、自

己 連 続 携 行 式 腹 膜 灌 流 法

（CAPD）による透析療法を行

う者 

腎臓機能障害３級以上の障害

児（原則として３歳以上の者） 

透析液を加温し、一定温度

に保つもの 

５年 51,500 

ネ ブ ラ イ ザ ー

（吸入器） 

呼吸器機能障害３級以上又は

同程度の障害者（児）で、必要

と認められるもの（原則として

学齢児以上の者） 

呼吸器機能に障害のある難病

患者 

容易に使用し得るもの ５年 36,000 

電 気 式 たん吸

引器 

呼吸器機能障害３級以上又は

同程度の障害者（児）で、必要

と認められるもの（原則として

学齢児以上の者） 

呼吸器機能に障害のある難病

患者 

容易に使用し得るもの ５年 56,400 

動脈血中酸素

飽和度測定器

（パルスオキシ

メーター） 

人工呼吸器の装着が必要な難

病患者等 

呼吸状態を継続的にモニタ

リングすることが可 能な機

能を有するもの 

５年 157,500 

正 弦 波 イ ン バ

ーター発電機 

吸器機能障害 3 級以上若しく

は同程度の身体障害者(児)又

は呼吸器機能に障害のある難

病患者であって、常時、人工呼

吸器又は電気式たん吸引器を

使用している者(いずれかの用

具の給付を受けた者を除く。) 

ガソリン又はガスボンベ等で

作動 する正 弦 波インバータ

ー発電機で、介助者が容易

に使用し得るもの 

６年 100,000 

ポ ー タ ブ ル 電

源（蓄電池） 

蓄電機能を有する正弦波交

流出力の電源装置で、介助

者が容易に使用し得るもの 

６年 100,000 

 

DC/AC インバ

ーター（カーイ

ンバーター） 

自動車用バッテリー等の直

流電源を正弦波交流電源に

交換する装置で、介助者が

容易に使用し得るもの 

６年 50,000 

酸 素 ボン ベ運

搬車 

医療保険における在宅酸素療

法を行う者 

容易に使用し得るもの １０年 17,000 

盲人用体温計

（音声式） 

２ 級 以 上 の 視 覚 障 害 者 （ 児 ）

（ 原 則 として学 齢 児 以 上 の者

で、盲人のみの世帯及びこれに

準ずる世帯に限る。） 

容易に使用し得るもの ５年 9,000 

盲人用体重計 ２級以上の視覚障害者（盲人の

みの世帯及びこれに準ずる世

帯に限る。） 

容易に使用し得るもの ５年 18,000 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

４．情報・意思疎通支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

携帯用 

会話補助装置 

音声機能若しくは言語機能障

害 者 （ 児 ） 又 は 肢 体 不 自 由 者

（児）で、発声・発語に著しい障

害を有するもの（原則として学

齢児以上の者） 

携 帯 式で、ことばを音 声又

は文章に変換する機能を有

し、容易に使用し得るもの 

５年 98,800 

情報・通信 

支援用具 

上肢障害２級以上の障害者及

び２級以上の視覚障害者 

上肢障害者 

１  インテリキー（障害に

合わせることができる

大型キーボード） 

２ ジョイスティック（マウ

スが使えない者のため

の操作棒） 

視覚障害者 

１  視 覚障 害者 用ワープ

ロアプリケーションソ

フト（入力文字を音声

化するソフト） 

２ 画面拡大ソフト（強度

の弱 視 者 用 に文 字 等

を拡大するソフト） 

３ 画面音声化ソフト（画

面 の文 字 を 音 声 化 す

るソフト） 

― 100,000 

点 字 デ ィ ス プ

レイ 

視覚障害２級以上かつ聴覚障

害２級以上の重複障害者で、必

要と認められるもの 

文 字 等のコンピュータの画

面情報を点字等により示す

ことができるもの 

６年 383,500 

点字器 ２級以上の視覚障害者（児） 点字を打つためのもので点

字 版 及 び 定 規 か ら な る も

の。点筆も附属品として含ま

れる 

標準型  

７年 

 

 

携帯用  

５年 

標準型 A  

10,712 

標準型 B  

 6,798 

携帯用 A 

 7,416 

携帯用 B 

 1,699 

点字タイプライ

ター 

２ 級 以 上 の 視 覚 障 害 者 （ 児 ）

で、就学若しくは就労している

か又は就労が見込まれるもの 

容易に使用し得るもの ５年 63,100 

視覚障害者用

ポータブル 

レコーダー 

２ 級 以 上 の 視 覚 障 害 者 （ 児 ）

（原則として学齢児以上の者） 

音声等により操作ボタンが

知 覚 又 は 認 識 で き 、かつ 、

DAISY 方式による録音並

びに当該方式により記録さ

れた図書の再生が可能であ

って、容易に使用し得るもの 

６年 録音再生機  

85,000 

 

再生専用機 

35,000 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

４．情報・意思疎通支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

視覚障害者用

活字文書読上

げ装置 

２級以上の視覚障害者（児）

（ 原 則 として学 齢 児 以 上 の

者） 

文字情報と同一紙面上に記載

された当該文字情報を暗号化

した情報を読み取り、音声信号

に変換して出力する機能を有

し、容易に使用し得るもの 

６年 99,800 

視覚障害者用

拡大読書器 

視覚障害者（児）で、本装置

により文字等を読むことが

可能になるもの 

原則として学齢児以上の者 

画像入力装置を読みたいもの

（印刷物等）の上に置くことで、

簡単に拡大された画像や文字

等をモニターに映し出せるもの 

８年 198,000 

盲人用時計 ２級以上の視覚障害者 

音声時計は、手指の触覚に

障害がある等のため、原則、

触読式時計の使用が困難な

者 

容易に使用し得るもの １０年 触読式 

10,300 

 

音声式 

13,300 

聴覚障害者用

通信装置 

聴覚障害者（児）又は発声・

発語に著しい障害を有する

者（児童）であって、コミュニ

ケーション、緊急連絡等の手

段として必要と認められる

もの（原則として学齢児以上

の者で、電話（難視聴用電話

を含む。）によるコミュニケー

ション等が困難な障害者の

みの世帯及びこれに準ずる

世帯に限る。） 

一般の電話 機に接 続ができ、

音声の代わりに文字等により

通信が可能な機器であって、容

易に使用し得るもの 

５年 71,000 

文字放送 

ラジオ 

聴覚障 害者であって、文字

による情報を必要とする者 

FM 文字多重放送の受信が可

能なもの 

５年 23,000 

聴覚障害者用

情報受信装置 

聴覚障害者（児）であって、

本装置によりテレビの視聴

が可能になるもの 

字幕及び手話通訳付きの聴覚

障害者（児）用番組並びにテレ

ビ番組に字幕及び手話通訳の

映像を合成したものを画像に

出力する機能を有し、かつ、災

害時の聴覚障害者（児）向け緊

急信号を受 信でき、容易に使

用し得るもの 

６年 88,900 

人工喉頭 

（笛式・電動式） 

喉頭摘出による音声・言語

機能障害３級以上の障害者

（児） 

笛式 呼気によりゴム等の膜を

振動させ、ビニール等の管を通

じて音源を口腔内に導き構音

化するもの 

電動式 顎下部等にあてた電

動版を振 動させ、経皮 的に音

源を口腔内に導き構音化する

もの 

笛式 

４年 

 

電動式  

５年 

笛式 5,150 

 

 

電動式 

72,203 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

４．情報・意思疎通支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

人工喉頭 

（埋込型用人工

鼻） 

喉頭摘出者であって、常時埋込

型の人工喉頭を使用する者 

障害者が容易に使用し得る

もの 

― 23,760 

視覚障害者用

ワードプロセッ

サー 

（共同利用） 

視覚障害者（児） 

（原則として学齢児以上の者） 

編集、校正機能を持ち、日本

点字表記法に基づき、入力

した文章を自動的に点字変

換が可能で点字プリンター

との連動により点字文書の

作成及び音声化ができるも

の 

― 1,030,000 

点字図書 情報の入手を主に点字によっ

ている視覚障害者（児） 

点字により作成された図書 ― 点字図書価格 

 

５．排泄管理支援用具 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

ストマ装具 

（ストマ用品、洗

腸 用 具 、ケア用

品等） 

ストマ造設者（者・児） 低刺激性の粘着剤を使用し

た密封型又は下部開放型の

収納袋（蓄尿袋は、尿処理用

のキャップ付き）とする。ラ

テックス製又はプラスチック

フィルム製。洗腸用具、皮膚

保護剤、袋を体に密着させ

るものなどのケア用品を含

む。 

― 蓄便袋 

   8,858 

 

蓄尿袋 

 11,639 

紙おむつ等 

（紙おむつ、サラ

シ、 ガ ー ゼ 等 衛

生用品） 

ストマの変形等によりストマ装

具を装 着 することができない

者（児） 

二分脊椎による排尿機能障害

又は排便機能障害者（児） 

２級以上の脳原性運動機能障

害 かつ 意 思 表 示 困 難 者 （ 児 ）

（原則として３歳以上のもの） 

紙おむつ、サラシ、ガーゼ、

洗腸装具 

― おむつ等 

12,000 

収尿器 高度の排尿機能障害者 男性用 

採 尿 器 と 蓄 尿 袋 で 構 成

し、尿の逆流防止装置を

付けるもの（ラテックス製

又はゴム製） 

― 男性用 

・普通型 

7,931 

・簡易型  

5,871 

女性用 

耐久性ゴム製採尿袋を有

するもの又はポリエチレ

ン製の採尿袋（導尿ゴム

管付） 

― 女性用 

・普通型 

8,755 

・簡易型  

6,077 
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10．資料（別表 3：日常生活用具一覧表） 

６．住宅改修費 

種 目 給付等の対象 性 能 耐用年数 限度額（円） 

居宅生活動作

補助用具 

下肢、体幹機能障害又は乳幼

児期以前の非進行性の脳病変

による運 動 機 能 障 害 （ 移 動 機

能障害に限る。）を有する３級

以上の障害者（児） 

特殊便器への取替えをする場

合は、上肢障害２級以上の者 

下肢又は体幹機能に障害のあ

る難病患者 

移 動 等 を 円 滑 に す る 用 具

で、設置に小規模な住宅改

修を伴うもの 

― 200,000 
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１０.資料（別表４：小児慢性特定疾病児童等日常生活用具一覧表） 

別表４   小児慢性特定疾病児童等日常生活用具一覧表 

   

種目 対象者 性能等 耐用年数 基準額(円) 

便器 常時介助を要する者 小児慢性特定疾病児童等が容易

に使用し得るもの（手すりをつ

けることができる） 

８年 4,900 

特殊マット 寝たきりの状態に 

ある者 

褥瘡の防止又は失禁等による汚

染又は損耗を防止できる機能を

有するもの 

５年 21,560 

特殊便器 上肢機能に障害の 

ある者 

足踏ペタルにて温水温風を出し

得るもの。ただし、取替えに当

たり住宅改修を伴うものを除

く。 

８年 166,320 

特殊寝台 寝たきりの状態に 

ある者 

腕、脚等の訓練のできる器具を

付帯し、原則として使用者の頭

部及び脚部の傾斜角度を個別に

調整できる機能を有するもの 

８年 16９,400 

歩行支援用具 下肢が不自由な者 おおむね次のような性能を有す

る手すり、スロープ、歩行器等

であること。 

ア 小児慢性特定疾病児童等の

身体機能の状態を十分踏ま

えたものであって、必要な強

度と安定性を有するもの 

イ 転倒防止、立ち上がり動作

の補助、移乗動作の補助、段

差解消等の用具となるもの 

８年 66,000 

入浴補助用具 入浴に介助を要する者 入浴時の移動、座位の保持、浴

槽への入水等を補助でき、小児

慢性特定疾病児童等又は介助者

が容易に使用し得るもの 

８年 99,000 

特殊尿器 自力で排尿できない者 尿が自動的に吸引されるもので

小児慢性特定疾病児童等又は介

助者が容易に使用し得るもの 

５年 73,700 

体位変換器 寝たきりの状態に 

ある者 

介助者が小児慢性特定疾病児童

等の体位を変換させるのに容易

に使用し得るもの 

５年 16,500 
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１０.資料（別表４：小児慢性特定疾病児童等日常生活用具一覧表） 
 
 

種目 対象者 性能等 耐用年数 基準額(円) 

車椅子 下肢が不自由な者 小児慢性特定疾病児童等の身体

機能を十分踏まえたものであっ

て、必要な強度と安定性を有す

るもの 

５年 77,440 

頭部保護帽 発作等により頻繁に 

転倒する者（在宅以外

（入院中又は施設入所）

の者についても対象） 

転倒の衝撃から頭部を保護でき

るもの 

３年 13,380 

電気式たん吸引器 呼吸器機能に障害の 

ある者 

小児慢性特定疾病児童等又は介

助者が容易に使用し得るもの 

５年 62,040 

クールベスト 体温調節が著しく 

難しい者 

疾病の症状に合わせて体温調節

のできるもの 

１年 22,000 

紫外線カットクリ

ーム 

紫外線に対する防御機

能が著しく欠けて、がん

や神経障害を起こすこ

とがある者。 

紫外線をカットできるもの １か月 3,465 

ネブライザー 

（吸入器） 

呼吸器機能に障害の 

ある者 

小児慢性特定疾病児童等又は介

助者が容易に使用し得るもの 

５年 39,600 

パルスオキシメー

ター 

人工呼吸器の装着が 

必要な者 

呼吸状態を継続的にモニタリン

グすることが可能な機能を有

し、小児慢性特定疾病児童等又

は介助者が容易に使用し得るも

の 

５年 173,250 

ストーマ装具 

（消化器系） 

人工肛門を造設した者

（在宅以外（入院中又は

施設入所）の者について

も対象） 

小児慢性特定疾病児童等又は介

助者が容易に使用し得るもの 

１か月 9,460 

ストーマ装具 

（尿路系） 

人工膀胱を造設した者

（在宅以外（入院中又は

施設入所）の者について

も対象） 

小児慢性特定疾病児童等又は介

助者が容易に使用し得るもの 

１か月 12,430 

人工鼻 人工呼吸器の装着又は

気管切開が必要な者 

小児慢性特定疾病児童等又は介

助者が容易に使用し得るもの 

１か月 10,725 
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１０.資料（別表４：小児慢性特定疾病児童等日常生活用具一覧表） 

種目 対象者 性能等 耐用年数 基準額(円) 

チューブ型包帯 皮膚疾患群に罹患して

おり、軽微な外力により

水疱やびらんを生じ、皮

膚障害を起こすことが

ある者 

外力から皮膚を保護できるも

の。 

1か月 14,208円 

 

 

111



112



113



114



115



116



117



118



119



120



121



 

障害者福祉ガイド 

 

発行年月 令和７年４月 

発  行 埼玉県本庄市福祉部障害福祉課 

      〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3（本庄市役所） 

TEL 0495(25)1125 FAX 0495(23)1963 

      Email  syougai@city.honjo.lg.jp 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:syougai@city.honjo.lg.jp


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              
              
 
 
 
 
 
 
 

盲目の国学者 
本庄市マスコット 


